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《資　料》
ノイドルフ村（南ザクセン）の貨幣貢租償却協定（３・完）
松　　尾　　展　　成 （岡山大学名誉教授）　　 　　　
第４節　本償却協定の一分析
　本稿第２節と第３節は本償却協定の本文と付属部分を紹介した．1857年に締結された本協定の償却対
象は全て貨幣貢租であり，それの償却地代年額は２村合計で305T 19 G ₄P＝91,694P，ノイドルフ村だけ
で244T ₈ G－P＝73,280Pであった（第６条）．したがって，カタリーネンベルク村のそれは61T 11 G ₄P＝
18,414Pとなる．この償却地代の一時金換算額と償却時期を拙著，『ザクセン封建地代償却史研究』，2011
年，第３章「騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建地代の償却」，第18節「償却一時
金の種目別・集落別合計額と償却の進行過程」に追加しても，現在では最早意味がない．なぜなら，同章
で調査した17償却協定は，全国委員会文書・集落別索引のプルシェンシュタインの項に記された協定のう
ち，教会関係の協定を除く全部であったが，それら以外に同騎士領関係の償却協定が全国委員会文書の中
に存在することを，近年になってザクセン邦立中央文書館が筆者に回答してきたからである．同騎士領の
領主＝農民関係に関わる償却協定が，上記集落別索引のプルシェンシュタイン以外の項にも記載されてい
る，したがって，上記集落別索引のプルシェンシュタインの項は，同騎士領に関わる全償却協定を網羅し
てはいない，と知って，実証にのみ拘泥する筆者は呆然となった．しかも，それらの関連協定は多数に上
るために，筆者の現状では，それら全ての解読と分析は断念せざるをえない．そこで，本節は，筆者が上
記17協定以外に最初に調査した本協定について，上記拙著に対する加藤房雄教授の極めて好意的な書評，
本誌，43巻４号，2012年，における提言（90ページ）に示唆されて，この償却協定に署名した２村住民各
人の貨幣貢租総額と世襲賃租合計額から，所有する義務的不動産の分布状況を間接的に明らかにすること
に限定する．ただし，両村は，本村とその子村の関係にあるから，１村と見なされうるであろう．
　本協定第６条第４欄に償却対象として記載されている，義務的「土地」（Gs）の土地負担は貨幣貢租
のみであり，種目別に見ると，賦役金，紡糸金と世襲賃租である（１）．本節では，簡単のために，これ
ら３種の貨幣貢租の単位を最小単位Pで示す（₁T＝30 G＝300P）．また，前節までの表現，義務的土地の
協定一連番号［a⊖x］あるいは［a⊖xa...］を［x］あるいは［xa...］に縮め，協定署名集会（署名集会と略
記）における出席者＝署名者（集会出席者と略記）の，本稿第３節での記号・番号と彼らの部類（第６
条第２欄［e］に照応）をそれに付記する．署名集会欠席者一覧表に名を挙げられた義務者は，［h⊖x］で
表し，現所有者を表現する［⊖B］は，例外を除いて，省略する．さらに，義務的土地の表現，「付き」と
「と」を「＋」と記し，住居（WH）は住居（例外を除く），旋盤工作場（?）は旋盤工作場，X（a＋b...）
はXab...，地片（２）（FeあるいはPa）は，例外を除いて，地片，と記す．協定に数回記載されている搗き晒
し水車賃租は，搗き晒し水車の世襲賃租と解する．第２条第１項［18］の搗き晒し水車賃租が第６条第４
欄［18］では搗き晒し水車の世襲賃租（Erbzins wegen Walkmühle）と表現されているからである．それに倣っ
て，旋盤工作場賃租も旋盤工作場の世襲賃租と解する．なお，義務的土地［x］の後に続ける（Y⊖z）のY
は，義務的土地の小区分（A）－（M）のどれかを，zはその区分内での番号（下記（Ⅱ）（A）以下参照）を，
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指す．その上で，３種の貨幣貢租の個別の検討を賦役金と紡糸金から始める．
（Ⅰ）賦役金と紡糸金　
（１）賦役金　
　［x］あるいは［xa］の賦役金は，以下の例外①と②を除いて，385Pであり，この金額の賦役金を αと
表記する．それに対して，［xb, c...］は，以下の例外③を除いて，賦役金を賦課されていない．さらに，
特殊事例④がある．
　例外①．（A⊖63）［30］，（C⊖₄）［11］，（F⊖₈）［₆a］，（H⊖2）［16］と（L⊖₁）［₇］の賦役金は， αよりやや小さ
い308Pである．例外②．（H⊖₃）［₈］，（L⊖₁）［96］，および，（M⊖₁）［97］と（M⊖2）［118］は賦役金を賦課
されていない．（H⊖₃）［₈］を除く３事例は地片である．例外③．（K⊖₄）［17b］と（F⊖₇）［105c］の賦役金は
α，［105b］のそれは２ αであるから，［17ab］の賦役金合計額は αの２倍となり，［105abc］のそれは α
の４倍となる．特殊事例④．（F⊖₈）［₆b］では，住居の世襲賃租，賦役金と紡糸金の合計額のみが488Pと
記されており，この金額は，極めて多くの義務者（113人中，後出（Ⅳ）第１表（Ⅰ）の52人）の貨幣貢
租３者合計額487Pと殆ど同額であるから，この住居の賦役金は αと同額と考えられる．したがって，［₆
ab］の賦役金合計額は αの２倍となる．
（２）紡糸金　
　［x］あるいは［xa］の紡糸金は，以下の例外①を除いて，51Pであり，この金額の紡糸金を βと表記する．
それに対して，［xb, c...］は，以下の例外②を除いて，紡糸金を賦課されていない．
　例外①．（H⊖₃）［₈］，（L⊖₁）［96］，および，（M⊖₁）［97］と（M⊖2）［118］は，上記（１）例外②に記し
た賦役金と同じく，紡糸金を賦課されていない．例外②．上記（１）例外③の（K⊖₄）［17b］と（F⊖₇）［105c］
には βが，［105b］には２ βが，課されているので，［17ab］の紡糸金合計額は βの２倍，［105abc］のそ
れは βの４倍となる．上記（１）の特殊事例④［₆b］では，その紡糸金を βと同額（したがって，世襲
賃租を残額の52P）と見なすと，［₆ab］の紡糸金合計額は βの２倍となる．
（Ⅱ）世襲賃租　
　上記２種の貨幣貢租，賦役金と紡糸金には，既述のように，非賦課の例外，すなわち，（１）の例外②と（２）
の例外①があるけれども，世襲賃租は，金額に大小はあっても，例外なく全ての義務的土地に賦課されて
いる．世襲賃租の賦課対象は，家屋，住居（WHあるいはWu），納屋，耕地（FrあるいはFd），地片（Paあ
るいはFe），採草地，土地（GBあるいはGs），所有地（Bg），土地経営（WあるいはWG），製粉水車，製粉・
製材水車（３），搗き晒し水車と旋盤工作場である．しかし，償却の主体は，第１に，居宅（家屋と住居），
第２に，土地経営（WあるいはWG），第３に，産業施設，すなわち，製粉水車，製粉・製材水車，旋盤
工作場（「家屋＋旋盤工作場」），あるいは，「『製粉・製材水車＋旋盤工作場』＋土地経営（W）＋家屋＋地
片（Fe）」，最後に第４に，一部の地片（Fe）３事例である．それらの世襲賃租の一部は本協定第２条によっ
て減額・廃止されたので，以下では，第６条第４欄に記載された世襲賃租額ではなく，減額・廃止前のそ
れらを問題にする．後者が償却以前の状態を表現する，と考えられるからである．また，上記の償却対象
のうち，納屋，耕地（FdあるいはFr），地片（Pa），採草地，土地（GBあるいはGs），所有地（Bg）と搗
き晒し水車の全て，および，地片（Fe）中の上記３事例を除く６事例は，償却主体の付属物である．それ
らのうち，耕地（FdあるいはFr），地片（FeあるいはPa），土地（GBあるいはGs）と所有地（Bg）の世襲
賃租の多くは低額であり，しかも，それらは，稀に600－1,200Pのように高額であっても，集会出席者の
所有地として大抵は無視されている．そのために，これらの土地を耕地（Fd）から所有地（Bg）までに
－77－
ノイドルフ村（南ザクセン）の貨幣貢租償却協定（３・完） 77
区別する根拠は，筆者には不明である．ただし，本協定の土地（Gs）は広狭２つの意味を持つ．それは
広義には義務的土地全体であり，狭義には付属地であって，上記の土地（Gs）は狭義のそれである．
　世襲賃租の賦課対象は既述のように多岐に亘るので，それを次のように（A）から（M）までに区分する．
　（１）居宅（「家屋＋土地経営（GW）」と「家屋あるいは住居＋産業施設」を除く）
　　（１－１）家屋
　　　（１－１－１）家屋のみ　――（A）家屋１戸，（B）家屋２戸
　　　（１－１－２）家屋＋付属地　――（C）家屋＋納屋，（D）家屋＋各種土地
　　（１－２）住居　――（E）住居
　（２ ）土地経営　――  （F）土地経営（GW）（「家屋＋土地経営（GW）」と「土地経営（GW）＋土地経営（W）」
を含む），（G）土地経営（W）（「土地経営（GW）＋土地経営（W）」と「土地経営
（W）＋産業施設」を除く）
　（３ ）産業施設　――  （H）製粉水車，（J）製粉・製材水車（「製粉・製材水車＋住居」を含む），（K）家
屋＋旋盤工作場，（L）「製粉・製材水車＋旋盤工作場」＋土地経営（W）＋家屋＋
地片（Fe）
　（４）地片のみ　――（M）地片（Fe）
　この区分に基づいて，賦課対象の世襲賃租を比較しよう（なお，この区分のうち（１）－（３）は火災
台帳番号１を，稀には複数の番号を持つ（４））．しかし，世襲賃租の対象が第６条第４欄に明記されている
場合は，多くない．居宅（家屋と住居）について見ると，その少数の事例として，（ⅰ）．（D⊖2）［21］で
は，土地（GB）の世襲賃租26Pと並んで，家屋の世襲賃租51Pが，（F⊖₆）［71a］では，対象不記載世襲賃
租514P，地片（Pa）…の世襲賃租694P，および，他の土地（Gs）の世襲賃租167Pと並んで，住居の世襲
賃租51Pが，（F⊖₇）［105c］では，対象不記載世襲賃租193Pと並んで，家屋の世襲賃租103Pが，（E⊖2）［107］
では，地片（Pa）の世襲賃租77Pと並んで，家屋の世襲賃租51Pが，そして，（K⊖₃）［101a］では，旋盤工作
場の世襲賃租550Pと並んで，住居の世襲賃租51Pが，記されている．したがって，これら５事例で，居宅（最
後の２事例では家屋と住居が同一視されている）の世襲賃租は51Pあるいは103P（１事例）である．（ⅱ）．
既に賦役金の特殊事例④として挙げた［₆b］では，土地（Gs）の世襲賃租1,234Pとともに，住居の世襲賃租，
賦役金と紡糸金の合計額488Pのみが記載されているので，この［₆b］の住居の世襲賃租は，上記51Pとほ
ぼ同額の52Pと見なしうるであろう．以上は，居宅の世襲賃租額が明記されているか，あるいは，想定さ
れうる場合である．
　それに対して，対象としての居宅が記載されていない場合は，遥かに多い．すなわち，下記（A）と（B）
の全ての家屋，計67戸，（C）と（D）の家屋（既に（ⅰ）で言及した（D⊖2）［21］を除く），計12戸，（F⊖₈）［₆a］，
（K⊖₁）［106］，（K⊖2）［19］と（K⊖₄）［17］の家屋４戸，および，（E⊖₁）［102］，（E⊖₃）［77］と（J⊖2）［₃］の
住居（上記（ⅰ）の（E⊖2）［107］と（F⊖₆）［71a］を除く），計３戸，合計86戸，にあっては居宅が世襲賃
租の対象として記載されていない．さらに，（F）と（G）の土地経営（GWあるいはW）でも，上記２事
例を除いて，居宅のそれが明記されていない．２種の水車，（H⊖₁）［104］，（H⊖2）［16］，（J⊖2）［₃］と（J⊖₃）
［12］では水車の世襲賃租は記載されているけれども，居宅のそれはなく，（H⊖₃）［₈］と（J⊖₁）［99］では
世襲賃租全体が対象不記載である．なお，対象不記載世襲賃租がx ₁ G y ₁P（しばしば5 G 1P）＋x 2 G y 2P（時
には３個以上）と分割して記されている場合も，少なくないが，これらの分割記載の意味は筆者には不明
である．以下では，第１に，付属地を含まない居宅，（A），（B），（L⊖₁）［82］と（E）の上記２戸におい
て，対象不記載世襲賃租を，そして，分割記載の場合には合計額を，居宅の世襲賃租と見なす．なぜなら，
本協定において世襲賃租の不可欠の一部分が居宅のそれであって，少なくとも（A）と（B）の全ての家
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屋，計67戸，（L⊖₁）［82］，および，（E）の上記２戸には，義務的土地としては居宅のみが世襲賃租の対象
となりうるからである．第２に，（C）と（D）において，対象不記載世襲賃租が〈₁〉x ₁ G y ₁P（しばし
ば5 G ₁P）＋〈2〉x 2 G y 2P（〈₁〉，〈2〉は筆者の加筆）と分割記載されている場合，最初の〈₁〉を家屋の，
後の〈2〉を付属地の，世襲賃租と想定する．以下では，既述［₆b］，［21］，［71a］，［101a］，［105c］と［107］
以外の世襲賃租はこの想定に基づく．
　第１に，居宅．その中の家屋（A）63戸のうち，下記①の計48戸の世襲賃租は51Pである．（₁）［2］
（A⊖₁を１と略記．以下48まで同じ），（2）［5］，（₃）［₉］，（₄）［13］，（5）［14］，（₆）［22］，（₇）［26］，（₈）［29］，（₉）
［31］，（10）［35］，（11）［36］，（12）［37］，（13）［38］，（14）［41］，（15）［42］，（16）［46］，（17）［49］，（18）［50］，
（19）［52］，（20）［53］，（21）［54］，（22）［55］，（23）［57］，（24）［59］，（25）［60］，（26）［61］，（27）［63］，（28）
［66］，（29）［69］，（30）［70］，（31）［73］，（32）［74］，（33）［79］，（34）［81］，（35）［83］，（36）［84］，（37）［86］，
（38）［87］，（39）［88］，（40）［92］，（41）［93］，（42）［94］，（43）［98］，（44）［103］，（45）［108］，（46）［110］，（47）
［112］と（48）［113］．
　また，（B）の（B⊖₁）［32］と（B⊖2）［78］の２戸，さらに，家屋のみを見ると，
　（C）の（C⊖₁）［27］，（C⊖2）［89］，（C⊖₃）［111］，（C⊖5）［100］と（C⊖₆）［76］，計５戸，
　（D）の（D⊖₁）［₁］，（D⊖2）［21］，（D⊖₄）［20a］，（D⊖5）［47a］，（D⊖₆）［62a］と（D⊖₇）［91］，計６戸，
　（K）の（K⊖₁）［106］，（K⊖2）［19］，（K⊖₃）［101a］と（K⊖₄）［17a］，計４戸，
　（L）の（L⊖₁）［82］，１戸，
　以上，家屋66戸の世襲賃租が51Pである．居宅のこの世襲賃租51Pをγと表記する．なお，このうち，（K）
の家屋４戸は，後述するように，産業施設と結び付いている．
　それに続く家屋は，②（₁）（A⊖49）［10］，（2）（B⊖₁）［15］，（₃）（D⊖₃）［48］と（₄）（F⊖₈）［₆a］の４戸が64P，（5）
（A⊖50）［₄］，（₆）（A⊖51）［23］と（₇）（A⊖52）［51］の３戸が77P，（₈）（B⊖2）［67］が102P，（₉）（A⊖53）［68］
と（10）（F⊖₇）［105c］の２戸が103P，（11）（A⊖54）［115］と（12）（L⊖₁）［82］の２戸が115P，（13）（A⊖55）［56］
と（14）（C⊖₄）［11］の２戸が128P，（15）（A⊖56）［72］が205P，（16）（A⊖57）［75］，（17）（A⊖58）［80］と（18）
（A⊖59）［85］の３戸が215P，（19）（A⊖63）［30］が244P，（20）（A⊖60）［65］と（21）（A⊖61）［117］の２戸
が257P，そして，（22）（A⊖62）［95］が706Pである．以上の家屋②は22戸である．なお，このうち，（10）
（F⊖₇）［105c］のそれは，後述するように，土地経営（W）の一部をなす．
　住居５戸の世襲賃租は（E⊖2）［107］と（F⊖₆）［71a］の２戸で51P，（F⊖₈）［₆b］で52P，（E⊖₁）［102］で
90P，そして，（E⊖₃）［77］で154Pである．
　以上の居宅93戸の世襲賃租は，家屋の66戸に住居の［107］と［71a］を加えた68戸で最低額，γであり，
（F⊖₈）［₆b］の（γ＋₁）Pを含めると，計69戸となる．それに対して，その最高額，（A⊖62）［95］の706P
はγの13.8倍であって，最高額と最低額との格差は大きい．その中で，住居のみを見ると，最低額は家屋
の最低額，γと同額であり，最高額は最低額の３倍に過ぎないから，住居の世襲賃租は家屋のそれよりも
下方に偏在している．
　本協定の住居は家屋と区別されていなかった，と考えられる．その理由は次のとおりである．①本項
（E⊖1，2，₃）の［102］，［107］と［77］の住居の所有者は，集会出席者としては，（A）－（D）の所有者
の大部分について明記されているのと同じように，小屋所有者，すなわち，［e⊖35］，［e⊖37］と［e⊖₄（５）］
である．②住居の世襲賃租の最大額はγの３倍に過ぎないけれども，（A）家屋１戸の中には，既述のように，
γの13.8倍のものもあった．③既述のように，（E⊖2）［107］住居の世襲賃租は家屋のそれ，また，（K⊖₃）
［101a］「家屋＋旋盤工作場」の世襲賃租は住居のそれ，と明記されており，しかも，両者ともγと同額で
ある．後者の所有地群［101ab］の所有者は集会出席者としては，［e⊖34］「家屋＋旋盤工作場＋地片＋採
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草地」（地片と採草地は［b］に属する）の所有者である．④（K⊖₁）［106］「家屋＋旋盤工作場」は，住居
の賦役金を負担するけれども，これは αと同額である．また，出席者としても，この［106］は［e⊖18］「家
屋＋旋盤工作場」の所有者である．さらに，（J⊖2）［₃］「住居＋製粉・製材水車」は，出席者としては［b⊖₃］
「製粉・製材水車＋家屋」の所有者である．――なお，住居に類似した住居（Wu）も，同じように家屋で
あろう．すなわち，「家屋所有者，［n⊖₁］J. T. Gehmlichの住居（Wu）…」と記されているけれども，彼は
その氏名直前の文言では家屋所有者であり，第６条第２欄によれば［11］，「家屋＋納屋」の所有者である．
ただし，騎士農場出納長のWuのみを［j⊖₁］で住宅と訳した．
　第２に，土地経営（GWあるいはW）．これは21物件あり，そのうち，既述のように，（F⊖₆）［71a］では，
住居の世襲賃租が51P（γと同額），（F⊖₇）［105c］では，家屋のそれが103P（γのほぼ２倍）と明記されており，
（F⊖₈）［₆b］では，住居の世襲賃租が52Pと推定されうる（既述の賦役金と紡糸金の特殊事例④参照）．また，
（F⊖₈）［₆a］と（F⊖₇）［105a］には，住居の世襲賃租は記載されてないけれども，住居の賦役金 αと紡糸金
βが記載されているから，この［₆a］と［105a］は住居を含むはずである．さらに，全ての土地経営は火
災台帳番号を持つから，土地経営には確実に居宅（家屋，ないし，家屋と同義と見なされうる住居）が帰
属する．そこで，付属地を含む家屋，上記（C）と（D）の例に倣って，分割記載された対象不記載世襲
賃租の第１のものを（ⅰ）居宅の，それ以後のものを（ⅱ）土地経営固有の，世襲賃租と想定してみる．
ところが，（F⊖₁）［34］，（F⊖₃）［33］，（G⊖₁）［45］，（G⊖2）［109］と（G⊖5）［28］の５事例では，世襲賃租が
分割されずに，一括記載されているので，土地経営の事情は家屋の場合のようには判断できない（ただし，
第１（F⊖2）［25］と（F⊖₃）［33］の，および，第２（G⊖5）［28］と（G⊖₆）［116］の，世襲賃租合計額は同
額，第１で128P，第２で154Pであるけれども，第１の（F⊖2）では51P＋77Pと，第２の（G⊖₆）では77P
＋77Pと，分割記載されている．それを考慮して，（F⊖₃）と（G⊖5）についても分割記載を想定するなら
ば，一括記載の事例は３に減少する．しかし，分割記載の事例はゼロにはならない．一括記載３事例の世
襲賃租を居宅のみのそれと見なすことは，その世襲賃租が，これら３事例で最高の（F⊖₁）［34］において，
γのほぼ２倍に過ぎないし，家屋１戸の世襲賃租最高額はγの13.8倍に達したとはいえ，堅実な実証作業
とは言えないであろう）．そのために，土地経営の居宅の世襲賃租は追跡を断念する．他方で，全ての土
地経営において固有の世襲賃租は明記されていないので，対象不記載世襲賃租を，場合によってはそれの
合計額を，土地経営のそれと見なす．その場合，枝番号を持つ一連番号の土地においては，土地経営を持
つ枝番号のみを問題とする．
　世襲賃租合計額は①土地経営（WG）では，（F⊖₁）［34］で103P（γのほぼ２倍），（F⊖2）［25］と（F⊖₃）
［33］の２物件で128P，（F⊖₄）［24］で141P，（F⊖₇）［105a］で167P，（F⊖5）［58］で256P，（F⊖₈）［₆b］で1,286P，
（F⊖₆）［71a］で1,426Pである．それは②土地経営（G）では，（G⊖₁）［45］で51P（γと同額），（G⊖2）［109］
で64P，（G⊖₃）［40］で128P，（G⊖₄）［39］で142P，（G⊖5）［28］，（G⊖₆）［116］と（K⊖₄）［17b］の３物件で
154P，（G⊖₇）［44］で167P，（G⊖₉）［114a］で218P，（F⊖₇）［105c］で296P，（F⊖₇）［105b］で346P，（G⊖₈）
［43］で347P，（G⊖10）［90a］で706P，（G⊖11）［64］で900P，（L⊖₁）［₇］で1,028Pである．すなわち，①で
は世襲賃租合計の最高額は最低額の13.8倍であり，②では最高額は最低額の20倍であって，分散の程度は
後者が大きい．しかし，①の世襲賃租最低額は②のそれの２倍であり，①の最高額は②のそれの1.4倍で
ある．したがって，①の１物件の世襲賃租合計額は②のそれよりも概して高額である．他方では，②の15
物件中の下から４番目（G⊖₄）の世襲賃租合計額と①の８物件中の下から４番目（F⊖₄）のそれとがほぼ
同額である．また，後述（Ⅲ）（F⊖₇）［105abc］（①＋②＋②）においては，①の貨幣貢租総額は②の小さ
い方のそれよりも小さく，②の大きい方のそれの ₁⊘2に過ぎない．第１に，両者がこれほど重なり合って
おり，しかも，集会出席者としての（F⊖₇）［105abc］に関しては①と②が同一視されているにも拘わらず，
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①と②が区別されているのは何故か．第２に，②の世襲賃租最低額は（G⊖₁）［45］の51Pで，これは（A）
家屋１戸の世襲賃租最低額，γと同額であり，②の15中12物件が，また，①の８中６物件が（A）の世襲
賃租最高額，（A⊖62）［95］の706Pに及ばない．この状況で，①および②が居宅と区別されているのは何故
か．いずれも筆者には不明である．
　第３に，産業施設．産業施設のうち，「家屋＋旋盤工作場」に関しては，既述のように，（K⊖₃）［101a］
で住居の世襲賃租が51Pと明記されているから，同種施設の他の３物件のそれも，家屋についての上記想
定を適用できよう．しかし，製粉水車と製粉・製材水車では居宅の世襲賃租の推定が困難である．そこで，
以下では，旋盤工作場を含む産業施設のみの世襲賃租合計額を検討する．
　①製粉水車のみの世襲賃租は，（J⊖2）［₃］で1,542P，（H⊖₁）［104］と（H⊖2）［16］の２物件で3,083P，（L⊖₁）
［18］で4,008P，（H⊖₃）［₈］で4,317Pである．ただし，最後の［₈］には賦役金，紡糸金と居宅の世襲賃租
が賦課されていないので，３者合計の最低額487Pを差し引くと，その世襲賃租は3,830Pとなる．この事
情のために，①の最高額は上から２番目（L⊖₁）［18］の4,008Pと考えたい．②製粉・製材水車の世襲賃租
は，（J⊖2）［₃］で617P，（J⊖₁）［99］で1,542P，（J⊖₃）［12］で3,083Pである（第２条で減額された世襲賃租は，
多くの場合に水車のそれであったから，［99］については，減額された対象不記載世襲賃租を水車のそれ
と見なす）．③旋盤工作場のみでは（L⊖₁）［18］で103P，（K⊖₄）［17a］で380P，（K⊖₁）［106］で460P，（K⊖₃）［101a］
で550P，（K⊖2）［19］で600Pである．④水車に付属する搗き晒し水車では，（H⊖2）［16］で300P，（L⊖₁）［18］
で616Pである．⑤（L⊖₁）［18］には唯一の永代水流賃租 540Pが賦課されている．最低額と最高額との格
差は，１事例のみの⑤を除くと，①で2.6倍，②で５倍，③で5.8倍，④で２倍である．したがって，格差
は③で最大であり，④で最小である．しかし，①の最低額は③のそれの15倍，④の５倍，②の2.5倍であり，
①の最高額は③のそれの6.7倍，④の6.5倍，②の1.3倍である．つまり，①の最低額と同額，ないし，それ
を超えるのは，②の３物件中の２のみであり，また，②の最低額は③と④との最高額よりも大きく，さら
に，①の下から２番目の２物件の世襲賃租は②の最高額のそれと同額である．以上から，①の製粉専業水
車の世襲賃租は③と④との全部は言うまでもなく，②の製粉・製材兼業水車のそれよりも概して高額であ
る．最後に，家屋（A）および土地経営（GWとW）と比較してみると，１事例のみの特異な⑤を除く産
業施設①－④において，世襲賃租の最低額，③［18］の103Pは家屋（A）および土地経営（W）のそれの
２倍，土地経営（GW）のそれと同額であり，産業施設の世襲賃租の最高額，①［18］の4,008Pは家屋（A）
の最高額の5.7倍，土地経営（W）のそれの3.9倍，土地経営（GW）の2.8倍である．特に，家屋に付属す
る旋盤工作場と水車に付属する搗き晒し水車を除いた，①と②の中での最低額，②［₃］の617Pは家屋（A）
と土地経営（W）のそれの12倍，土地経営（GW）の６倍となっている．したがって，①と②の世襲賃租
は家屋（A）と土地経営（GWおよびW）のそれより遥かに高額である．
（Ⅲ）貨幣貢租総額　
　償却対象の賦役金，紡糸金と世襲賃租を個別に検討した後に，各人の貨幣貢租総額，すなわち，賦役金
と紡糸金に（両者には非賦課ないし少額の例外が，既述のように，少数ある），減額・廃止前の各種世襲
賃租を加えた貨幣貢租総額，を問題にしよう．そのためには，さまざまな土地所有者を整理しておかねば
ならない．①１人の土地所有者は多くの場合，火災台帳番号１を持つ義務的土地１を所有するが，例外も
ある．先ず，１人が複数の義務的土地を所有する場合（［x］，［y］など，一連番号の異なる義務的土地の
所有者が同一人と記されている場合，および，同一人が［xa］，［xb...］など，同じ一連番号の枝番号で記
されている場合）．その場合には，その土地所有者の全ての貨幣貢租額を合算する．次に，土地所有者が
複数記載されている（姓が同じ未成年者にあっては，協定前文に未成年後見人が，未成年者と並記されて
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いる既婚者にあっては旧姓が，記載されているから，両親が死亡して，遺産がまだ分割されていない，と
考えられる）場合（（K⊖2）［19］と（A⊖53）［68］の２事例）．その場合には，貨幣貢租総額を分割しない．
②（A⊖60）［65］と（A⊖28）［66］の所有者は，集会出席者としての本稿第３節［b⊖54］と同［b⊖55］では，
いずれも土地経営（W）の所有者と記されているけれども，それらは第６条第２欄に依拠して，家屋の誤
記と見なす．③（E⊖2）［107］の土地（Gs）の分担金，162 ₁⊘₃Pが毎年（A⊖44）［103］に支払われるべきで
ある，と第４条は定めているけれども，その根拠が筆者には不明であるために，支払はない，と想定する．
④（F⊖₈）［₆abf］に関する本稿第３節（６）の所有者変更以前の事態を考察する．⑤賦役金が αで，紡糸
金が βである場合には，特記しない．
（A）家屋１戸所有者　
　第１に，家屋１戸のみの所有者（A）63人中の以下の48人は，既述のように，その家屋の世襲賃租が
γ，51Pであり，一般的な賦役金 αと紡糸金 βをそれに加えた貨幣貢租総額は487Pとなる．この貨幣貢
租総額487Pをδと表記する．すなわち， α＋ β＋γ＝δであり，δは，下記の（M）地片所有者のそ
れを除くと，貨幣貢租総額の最低額である．なお，以下の協定一連番号に続く「＝」以下は集会出席者
番号（本稿第３節）である．（₁）［2］＝［b⊖2］（A⊖₁を１と略記），（2）［5］＝［b⊖5］，（₃）［₉］＝［b⊖₈］，（₄）
［13］＝［h⊖₃］，（5）［14］＝［h⊖₄］，（₆）［22］＝［b⊖16］，（₇）［26］＝［b⊖21］，（₈）［29］＝［b⊖23］，（₉）［31］＝［b⊖24
（代理人）］，（10）［35］＝［b⊖26］，（11）［36］＝［b⊖27］，（12）［37］＝［b⊖59］，（13）［38］＝［h⊖₇］，（14）［41］＝
［b⊖51］，（15）［42］＝［b⊖30］，（16）［46］＝［b⊖33］，（17）［49］＝［b⊖35］，（18）［50］＝［b⊖36］，（19）［52］＝［b⊖
37］，（20）［53］＝［b⊖60］，（21）［54］＝［b⊖39］，（22）［55］＝［b⊖41］，（23）［57］＝［b⊖15］，（24）［59］＝［b⊖45］，
（25）［60］＝［b⊖46］，（26）［61］＝［b⊖47］，（27）［63］＝［b⊖49］，（28）［66］＝［b⊖55］，（29）［69］＝［b⊖56］，（30）
［70］＝［b⊖57］，（31）［73］＝［b⊖58］，（32）［74］＝［e⊖₁］，（33）［79］＝［e⊖₆］，（34）［81］＝［e⊖₇］，（35）［83］＝
［e⊖₉］，（36）［84］＝［e⊖10］，（37）［86］＝［e⊖12］，（38）［87］＝［e⊖13］，（39）［88］＝［k⊖₃］，（40）［92］＝［e⊖30］，（41）
［93］＝［e⊖31］，（42）［94］＝［f⊖ ₁］，（43）［98］＝［e⊖16］，（44）［103］＝［e⊖36］，（45）［108］＝［e⊖38］，（46）
［110］＝［e⊖20］，（47）［112］＝［f⊖₃］と（48）［113］＝［e⊖21］．
　第２に，（A）の以下15人中の14人では，家屋の世襲賃租が，既に（Ⅱ）に記したように，γより高い
ために，貨幣貢租総額はδよりも高い．もちろん， αはγの７倍以上であるから，世襲賃租の増加率よ
りも貨幣貢租総額の増加率は低い．残る１人，（63）［30］は，その世襲賃租はγの５倍に近いけれども，
αが，賦役金例外①で記したように，低いために，貨幣貢租総額はδの約1.2倍にとどまる．貨幣貢租
総額を低い順に記すと，（49）［10］＝［k⊖₄］，500P；（50）［₄］＝［b⊖₄］＋（51）［23］＝［b⊖17］＋（52）［51］＝［b⊖
60］，以上３人513P；（53）［68］＝［b⊖15］＝［j⊖₁］，539P；（54）［115］＝［e⊖23］，551P；（55）［56］＝［b⊖42］，
564P；（63）［30］＝［b⊖50］，603P；（56）［72］＝［b⊖62］，641P；（57）［75］＝［e⊖2］＋（58）［80］＝［e⊖₇］＋（59）
［85］＝［e⊖11］，以上３人651P；（60）［65］＝［b⊖54］＋（61）［117］＝［e⊖26］，以上２人693P（δの1.4倍）；（62）
［95］＝［e⊖32］，1,142P（δの2.3倍）．
　このように，家屋１戸のみの所有者，63人のうち，貨幣貢租総額は48人で最低のδであり，次の14人が
δの1.5倍以下であって，特別に高額の１人，［95］だけがδの2.3倍である．すなわち，家屋１戸のみの所
有者の貨幣貢租総額は，特別に高額の１人を含めても，家屋の世襲賃租の場合ほどには分散していない．
なお，署名集会における当群所有者の階層表示は，次項（B）の末尾にまとめる．
　本項の家屋１戸所有者の貨幣貢租総額を表示しよう．最初は，Pを単位とする貨幣貢租総額で，（　）
内はその内訳である．総額最小の所有者を冒頭に置いた．（　）内の最初が賦役金，次が紡糸金，最後が
世襲賃租であり，３者を＋でつないだ．賦役金が385Pである場合には， αで示し，賦役金が αよりも低
い場合には，〔　〕内にその金額を記した．紡糸金51Pは βとした．［　］内に示す世襲賃租に関しては，
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以下のように整理した．①家屋のそれは，推定を含めて，〈　〉内に示し，それが51Pである場合には，
〈γ〉とした．②家屋の世襲賃租（想定を含む）がγより高い場合には，それがyと一括記載されていても，
〈γ＋x＝y〉のように，γを超える金額をxで示した．最後は，義務的土地の区分，区分内の番号と協定一
連番号である．家屋は家とした．
　　487P（ α＋ β＋［〈γ〉］），上記（A⊖₁）から（A⊖48）までの家，48人，
　　500P（ α＋ β＋［〈γ＋13＝64〉］），（A⊖49）［10］家，
　　513P（ α＋ β＋［〈γ＋26＝77〉］），（A⊖50）［₄］＋（A⊖51）［23］＋（A⊖52）［51］家，３人，
　　539P（ α＋ β＋［〈γ＋52＝103〉］），（A⊖53）［68］家，
　　551P（ α＋ β＋［〈γ＋64＝115〉］），（A⊖54）［115］家，
　　564P（ α＋ β＋［〈γ＋77＝128〉］），（A⊖55）［56］家，
　　603P（〔308〕＋ β＋［〈γ＋193＝244〉］），（A⊖63）［30］家，
　　641P（ α＋ β＋［〈γ＋154＝205〉］），（A⊖56）［72］家，
　　651P（ α＋ β＋［〈γ＋164＝215〉］），（A⊖57）［75］＋（A⊖58）［80］＋（A⊖59）［85］家，３人，
　　693P（ α＋ β＋［〈γ＋206＝257〉］），（A⊖60）［65］＋（A⊖61）［117］家，２人，
　1,142P（ α＋ β＋［〈γ＋655＝706〉］），（A⊖62）［95］家．
（B）家屋２戸所有者　
　家屋２戸の所有が明記されている義務者は２人いる．１人は［15］と［32］を，もう１人は［67］と［78］
を所有している．そのうち，前者の家屋［32］と後者の家屋［78］の世襲賃租はいずれもγであり，貨幣
貢租総額はδである．しかし，前者の家屋［15］の世襲賃租はγより僅かに高く，貨幣貢租総額も，δよ
り僅かに大きい500Pである．そのために，前者の家屋２戸所有者＝［b⊖43］の世襲賃租合計額はγの約２
倍で，貨幣貢租総額はδの約２倍である．また，後者の家屋［67］の世襲賃租はγの２倍で，貨幣貢租総
額も，δの1.3倍の538Pである．そのために，後者の家屋２戸所有者＝［e⊖5］の世襲賃租合計額はγの３
倍であり，貨幣貢租総額はδの２倍余りである．以上から，家屋２戸所有者において，第１に，世襲賃租
は家屋１戸当たりではγの１－２倍で，２戸合計額がγの２－３倍である．第２に，貨幣貢租総額は１戸
ではそれぞれδと同額か僅かに大きく，２戸合計でδの２倍余りである．したがって，家屋２戸所有者の
間では世襲賃租合計額，特に貨幣貢租総額において，格差は大きくない．しかも，この貨幣貢租総額は家
屋１戸のみ所有者の最高額よりも小さい．
　（A）に倣って（B）家屋２戸所有者の貨幣貢租総額とその内訳をまとめると，次のようになる．ただし，
家屋２戸，（C）以後をも考慮すれば，複数の義務的土地，の所有者，にあっては，貨幣貢租総額全部を一括し，
それぞれの内訳を（　）＋（　）で結んだ．
　　987P（ α＋ β＋［〈γ＋13＝64〉］＝500）＋（ α＋ β＋［〈γ〉］），（B⊖₁）［15］＋［32］家２戸所有，
　1,025P（ α＋ β＋［〈γ＋51＝102〉］＝538）＋（ α＋ β＋［〈γ〉］），（B⊖2）［67］＋［78］家２戸所有．
　以上，（A）と（B）で検討した，家屋１戸のみの所有者と２戸所有者は，合計して，67戸を所有する
65人となるが，集会出席者の階層としては，しばしば小屋所有者（Häusler）と明記されている．出席者
の階層としてHausbesitzer（［b⊖15］＝［57］など），Besitzer der Häuser（［b⊖43］＝［15］＋［32］と［e⊖5］＝
［67］＋［78］，いずれも（B）である），あるいは，Eigenthümer des Hauses（［c⊖₁］＝［51］など）と記載され
た家屋所有者も，小屋所有者と見なしうるであろう．ただし，明白な例外は家屋［31⊖B］の所有者，教
会監督，W. G. E. Wagner「氏」である．彼は，第６条第３欄に［⊖B］と記されているから，この家屋を本
償却協定作成直前に購入したはずである．もっとも，彼の所有する家屋の賦役金は α，紡糸金は β，世
襲賃租はγ，したがって，貨幣貢租総額はδであるために，彼は上記（A）の最初の48人に含まれている．
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すなわち，（A⊖₉）［31］である．
（C）「家屋＋納屋」所有者　
　（₁）［27］，（2）［89］と（₃）［111］．これら３戸の家屋の世襲賃租はγであり，納屋の世襲賃租はゼロであ
るために，各所有者の貨幣貢租総額はδである．
　（₄）［11］．家屋の世襲賃租は恐らく128P（γの2.5倍）であり，納屋の世襲賃租は恐らく19P（γの４割）
である．そのために，世襲賃租合計額147Pはγの2.9倍となる．貨幣貢租総額は，賦役金が，例外①に記
したように，低いために，506P（δより僅かに大きい）である．なお，納屋の世襲賃租を差し引いた家
屋のみの貨幣貢租総額は487Pであろう．
　（5）［100］．家屋の世襲賃租は恐らくγと同額であり，納屋の世襲賃租は恐らく77Pである．後者はγの1.5
倍で，当家屋のそれよりも高い．世襲賃租合計額は128P（γの2.5倍）であり，貨幣貢租総額は564Pである．
なお，家屋のみの貨幣貢租総額は487Pであろう．
　（₆）［76］．家屋の世襲賃租は恐らくγと同額であり，納屋の世襲賃租は恐らく164P（γの3.2倍）である．
そのために，世襲賃租合計額215Pはγの4.2倍となり，貨幣貢租総額は651P（δの1.3倍）となる．なお，
家屋のみの貨幣貢租総額は487Pであろう．
　本項の「家屋＋納屋」所有者６人に関して，第１に，その中の５戸の家屋の世襲賃租は，全くあるい
は恐らくγと同額であり，（₄）［11］の１戸でのみγの2.5倍である．第２に，各納屋の世襲賃租はゼロか
らγの3.2倍までであり，第３に，「家屋＋納屋」の世襲賃租合計額は最低がγと同額で，最高がγの4.2
倍である．第４に，貨幣貢租総額はδと同額か，最大でδの約1.3倍であり，最大と最小との格差は小さ
い．なお，「家屋＋納屋」所有者のうち，集会出席者としては，（₆）［76］が［e⊖₃］＝「家屋＋納屋」の所有
者と記されている以外は，（₁）［27］と（2）［89］は［b⊖52］と［e⊖14］の小屋所有者であり，（5）［100］は
［e⊖17］の原注によれば小屋所有者であり，（₄）［11］と（₃）［111］は［n⊖₁］と［k⊖₆］の家屋所有者（上
記家屋１戸所有者の例から見て，恐らく小屋所有者）であって，これら５人の持つ納屋は全て無視されて
いる．
　本項の「家屋＋納屋」所有者６人の貨幣貢租総額と内訳は次のとおりである．納屋，（D）以後をも考
慮すれば，家屋付属地，の世襲賃租は最初の（　）の後に「＋」を付けて，記入した．
　　487P（ α＋ β＋［〈γ〉］），（C⊖₁）［27］＋（C⊖2）［89］＋（C⊖₃）［111］「家＋納屋」，３人，
　　506P（〔308〕＋ β＋［〈γ＋77＝128〉］＝487）＋（［19］），（C⊖₄）［11］「家＋納屋」，
　　564P（ α＋ β＋［〈γ〉］）＋（［77］），（C⊖5）［100］「家＋納屋」，
　　651P（ α＋ β＋［〈γ〉］）＋（［164］），（C⊖₆）［76］「家＋納屋」．
（D）「家屋＋各種土地」所有者　
　（₁）［₁］＝［b⊖₁．「家屋と土地（Gs）」の所有者］．家屋の世襲賃租は恐らくγと同額であり，土地の世
襲賃租は恐らく19P（γの４割）である．そのために，世襲賃租合計額は70P（γの1.4倍）となり，貨幣
貢租総額は506P（δより僅かに大きい）となっている．なお，家屋のみの貨幣貢租総額は487Pであろう．
　（2）［21］＝［h⊖₆．家屋所有者．土地（GB）の記載なし］．家屋の世襲賃租は，既に（Ⅱ）冒頭（ⅰ）に
記したように，γと明記されている．土地の世襲賃租は26Pである．そのために，世襲賃租合計額は77P
となり，貨幣貢租総額は513Pとなっている．なお，家屋のみの貨幣貢租総額は487Pである．
　（₃）［48］＝［代理人b⊖₆］．家屋の世襲賃租は恐らくγより僅かに高い64Pであり，地片（Fe）の世襲賃
租は恐らくγと同額である．そのために，世襲賃租合計額は115P（γの2.3倍）となり，貨幣貢租総額は
551Pとなっている．なお，①家屋のみの貨幣貢租総額は500Pであろう．②家屋の世襲賃租がγと同額で，
逆に，地片の世襲賃租が64Pである可能性も，ないではない．その場合には，家屋のみの貨幣貢租総額は
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487Pとなる．
　（₄）［20ab］＝［b⊖18］と（5）［47ab］［b⊖34．両者ともに「家屋と採草地」の所有者］．この２人について
家屋の世襲賃租はγと同額であり，採草地の世襲賃租は103P（γの２倍）である．そのために，世襲賃
租合計額は154P（γの３倍）となり，貨幣貢租総額は590Pとなっている．なお，家屋のみの貨幣貢租総
額は487Pである．
　（₆）［62ab］＝［b⊖48．「家屋，地片など」の所有者］．家屋の世襲賃租はγと同額であり，地片（Fe）な
どの世襲賃租が154P（γの３倍）である．そのために，世襲賃租合計額は205P（γの４倍）となり，貨
幣貢租総額は641P（δの1.3倍）となっている．なお，家屋のみの貨幣貢租総額は487Pであろう．
　（₇）［91］＝［e⊖28．小屋所有者．耕地（Fd）の記載なし］．家屋の世襲賃租はγと同額であり，耕地の世
襲賃租が高額の643P（γの12.6倍）である．そのために，世襲賃租合計額は694P（γの13.6倍）となり，
貨幣貢租総額は1,130P（δの2.3倍）となっている．なお，家屋のみの貨幣貢租総額は487Pである．
　本項の「家屋＋各種土地」所有者７人について，第１に，家屋の世襲賃租額はγと同額であるか，あるいは，
恐らく同額であるか，あるいは，僅かに大きい（１事例のみであるが，これもγと同額である可能性がな
いでもない）．第２に，各種土地の世襲賃租は，確実にあるいは恐らくγの４割から３倍で，１事例，（₇）［91］
のみ12.6倍であり，高額の１事例を含めると，広く分散している．第３に，世襲賃租合計額は大部分がγ
の約1.4倍から４倍で，上記の（₇）［91］のみ13.6倍である．第４に，貨幣貢租総額は，大部分がδより僅
かに大きい額からδの1.3倍までであり，上記の［91］だけが2.3倍である．このように，当群の１戸につ
いて見ると，家屋の世襲賃租に格差はないが，付属地の世襲賃租に大小があるために，世襲賃租合計額は
γの約1.4倍から13.6倍までで，格差が大きい．しかし，貨幣貢租総額は，δより僅かに大きい額から，最
大でδの2.3倍までに過ぎない．なお，当群７人中で貨幣貢租総額が最高の［91］でさえも，集会出席者
［e⊖28］としては単なる小屋所有者である．すなわち，その所有する耕地は，当群の各種土地の中で特に
高額な世襲賃租を負担するけれども，無視されている．それ以外の土地は，［21］＝［h⊖₆．欠席者］と［b⊖₆］
が代理人となった［48］を除いて，出席者について付記されているが，その所有者は，（A）と（B）で同
じように表現された家屋所有者と同じく，全て小屋所有者であろう．
　本項の「家屋＋各種土地」所有者７人の貨幣貢租総額と内訳は次のとおりである．地片（Fe）は地片，
土地（GsあるいはGB）は土地，耕地（Fd）は耕地，と略記した．なお，（D⊖₃）［48］は最初の解釈で表記した．
　　506P（ α＋ β＋［〈γ〉］）＋（［19］），（D⊖₁）［₁］「家＋土地」，
　　513P（ α＋ β＋［〈γ〉］）＋（［26］），（D⊖2）［21］「家＋土地」，
　　551P（ α＋ β＋［〈γ＋13〉］＝500）＋（［51］），（D⊖₃）［48］「家＋地片」，
　　590P（ α＋ β＋［〈γ〉］）＋（［103］），（D⊖₄）［20ab］＋（D⊖5）［47ab］「家＋採草地」，２人，
　　641P（ α＋ β＋［〈γ〉］）＋（［154］），（D⊖₆）［62ab］「家＋地片」，
　1,130P（ α＋ β＋［〈γ〉］）＋（［643］），（D⊖₇）［91］「家＋耕地」．
（E）住居所有者　
　（₁）［102］の住居の世襲賃租は90P（γの1.8倍）であり，貨幣貢租総額は526P（δの1.1倍）である．
　（2）［107］の住居の世襲賃租は，既に（Ⅱ）冒頭（ⅰ）に記したように，家屋のそれとして明記され，
しかも，51P，γである．地片（Fe）の世襲賃租（第６条第４欄のみに記載されている）77Pを加えた世
襲賃租合計額は，128P（γの2.5倍）であり，貨幣貢租総額は564Pとなる．なお，この住居のみの貨幣貢
租総額は487Pである．
　（₃）［77］の住居の世襲賃租は154P（γの３倍）であり，貨幣貢租総額は590P（δの1.2倍）である．
　本項の住居所有者３人において，住居の世襲賃租はγの１－３倍であり，世襲賃租合計額はγの1.8－
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３倍であるが，貨幣貢租総額はいずれもδを僅かに超えるだけである．すなわち，住居所有者の貨幣貢租
総額は家屋１戸所有者のそれの範囲内で，しかも，下方に集中している．また，住居所有者は，既述のよ
うに，集会出席者としては全て小屋所有者とされている（77＝［e⊖₄］，102＝［e⊖₃5］，107＝［e⊖₃₇］）．
　なお，（A）中の48戸，（B）中の２戸，および，（C）中の［27］，［89］と［111］の３戸，計53戸においては，
貨幣貢租総額が最低額487P，すなわち，δである．また，（C）の残りの３戸，（D）中の６戸（第１の想
定の場合の［48］を除く），および，（E）［107］，計10戸に関して，家屋のみの貨幣貢租総額は487Pである，
あるいは，であろう，と追記しておいたが，これは，分割記載の世襲賃租の最初のものが家屋のそれであ
る，との本稿の想定を裏付けるのではなかろうか．
　本項の住居所有者３人の貨幣貢租総額と内訳は次のとおりである．住居（WH）は住とした．
　　526P（ α＋ β＋［〈γ＋39＝90〉］），（G⊖₁）［102］住，
　　564P（ α＋ β＋［〈γ〉］）＋（［77］），（G⊖2）［107］「住＋地片」，
　　590P（ α＋ β＋［〈γ＋103＝154〉］），（G⊖₃）［77］住．
（F）土地経営（GW）所有者　
　土地経営（GW）所有者は，「家屋＋土地経営（GW）」所有者と「土地経営（GW）＋土地経営（W）」所
有者を含めて，全部で８人である．なお，本項では土地経営は，例外を除いて，土地経営（GW）を意味する．
　（₁）［34］＝［b⊖25］の世襲賃租は対象不記載の103P（γの２倍）のみであり，貨幣貢租総額は539P（δの1.1
倍）である．
　（2）［25］＝［b⊖40］と（₃）［33］＝［b⊖19］．世襲賃租合計額は対象不記載の128P（γの2.5倍）のみであり，
貨幣貢租総額は564Pである．なお，［25］の世襲賃租は51（γと同額）＋77Pと分割記載されている．
　（₄）［24］＝［b⊖20］．世襲賃租合計額は対象不記載の141P（γの2.8倍）のみであり，貨幣貢租総額は
577Pである．なお，世襲賃租は103（γの２倍）＋38Pと分割記載されている．
　（5）［58］＝［b⊖44］．世襲賃租合計額は対象不記載の256P（γの５倍）のみであり，貨幣貢租総額は692P（δ
の1.4倍）である．なお，世襲賃租は154（γの３倍）＋77＋25Pと分割記載されている．
　（₆）［71ab］＝［e⊖29．土地経営，地片（Fe）と採草地の所有者］．第１に，世襲賃租合計額は［a］土地
経営でγ（住居）＋694（地片［Pa］）＋167P（他の土地［Gs］）＋437＋77＝1,426P（γの28倍）であり，［b］
「地片（Fe）＋採草地」で385P（γの7.5倍）であって，両者の合計額は1,811P（γの35.5倍）となる．第
２に，貨幣貢租総額は［a］で1,862P（δの3.8倍），［b］で385P（δの８割），合わせて，2,247P（δの4.6倍）
である．なお，①［a］では，既に（Ⅱ）冒頭（ⅰ）に記したように，住居の世襲賃租がγとされている．
②集会出席者としては［a］の地片（Pa）と他の土地（Gs）が無視されている．
　（₇）［105abc］＝［d⊖₁．土地経営３の所有者］．この所有地群の［a］土地経営（GW）も，［b］土地経営（W）
も，［c］土地経営（W）も，火災台帳番号をそれぞれ１持つが，家屋の世襲賃租が明記されているのは，
既に（Ⅱ）冒頭（ⅰ）に記したように，103P（γの２倍）の［c］のみである．［a］は，住居の αと βが
記されているから，確実に住居を持つけれども，［a］と［b］の住居の世襲賃租は不明のままとして，そ
れぞれの世襲賃租合計額のみを問題にすると，それは，［a］では，39P（地片［Pa］）と51P（他の所有地
［Bg］）の世襲賃租に，第２条［第１項］によって廃止された世襲賃租77Pを加えた167P（γの３倍）であり，
［b］では346P（γの6.8倍）であり，［c］では296P（γの5.8倍）であって，３者合計額は809P（γの15.9倍）
である．貨幣貢租総額は，世襲賃租合計額に，［a］と［c］の αと β，および，［b］の α×２と β×２（賦
役金の例外③と紡糸金の例外②を参照），すなわち， α×４と β×４が加わって，2,553P（δの5.2倍）と
なる．区分すれば，［a］が603P（δの1.2倍），［b］が1,218P（δの2.5倍），［c］が732P（δの1.5倍）である．
［a］土地経営（GW）の貨幣貢租総額は［c］土地経営（W）より小さいばかりでなく，［b］土地経営（W）
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の ₁⊘2に過ぎない．なお，①［a］，［b］と［c］はそれぞれ火災台帳番号１を持つから，［105］は３戸の家
屋を所有しているはずである．しかしながら，［a］には，廃止された世襲賃租77P以外には，居宅の世襲
賃租に相応するものがなく，［b］では，対象不記載世襲賃租は103（γの２倍）＋243P（２番目以下の計）
とされている．②［a］土地経営（GW）の所有者は［b］と［c］の土地経営（W）の所有者でもあるけれ
ども，集会出席者としては［d⊖₁］の土地経営（W）３の所有者とされている．したがって，［a］の土地
経営（GW）が［b］と［c］の土地経営（W）と同一視されている．③［a］は，上記のように， αと β
を除けば，地片と他の所有地の世襲賃租のみを負担するにも拘わらず，これらの地片と所有地は出席者の
所有地としては無視されている．
　（₈）［₆abcdef］＝［b⊖₆．家屋，土地経営，地片（Fe）などの所有者］．この所有地群において，居宅の
世襲賃租は，［a］家屋で，分割記載された対象不記載世襲賃租の最初の64P（γの1.3倍）と推定し，［b］
土地経営で住居の世襲賃租は，既に（Ⅱ）冒頭（ⅱ）に記したように，52P（γとほぼ同額）と見なすと，
［ab］の家屋・住居の世襲賃租は116P（γの2.3倍）となる．世襲賃租合計額は，［a］で64＋26（耕地．［a］
耕地（Fd）付き家屋からの推定）＝90P（γの1.8倍），［b］で上記の52Pに土地（Gs）の高額の世襲賃租1,234P
を加えた1,286P（γの25倍），［c］，［d］，［e］と［f］の地片（Fe）などで計733P（γの14倍），以上合計2,109P
（γの40.8倍）である．［abcdef］の貨幣貢租総額は上記の世襲賃租合計額に，［a］の βと， αより例外的
に低い賦役金308P（賦役金の例外①参照），および，［b］の αと βが追加されて，2,904P（δの６倍）と
なる．なお，①［a］にも［b］にも火災台帳番号１が記されているから，［₆］は家屋１戸と住居１戸を所
有する．②［₆］の所有地群の中では，［a］「家屋＋耕地」の貨幣貢租総額は449P（家屋のみでは恐らく
423P）で，［b］土地経営のそれは1,722Pであるから，後者は前者の3.8倍である．③［₆］は集会出席者と
しては［b⊖₆］の家屋・土地経営・地片（Fe）・採草地の所有者とされ，［a］「家屋＋耕地」に含まれる耕地は，
無視されている．
　本項の土地経営所有者８人について，第１に，住居の世襲賃租は（₆）［71a］土地経営でγと同額と明
記され，（₈）［₆b］土地経営では，γとほぼ同額であることが確実である．［₆a］家屋では64Pと推定され
る．さらに，（₇）［105a］土地経営（GW）では，住居の αと βのみあって，住居そのものの世襲賃租は
ないけれども，火災台帳番号１を持つ［a］には，住居が確実に属する．しかし，それ以上の推定は，対
象不記載世襲賃租の最初のものを関係物件の説明の「そこで，」以下に記したけれども，断念する．第２
に，世襲賃租合計額は最低がγの２倍（［34］），中間の５倍（［58］）を挟んで，16倍（［105］），36倍（［71］）
と続き，最高が41倍（［₆］）である．したがって，その合計額は，兼有する義務的土地の世襲賃租の大小
があるために，広く分散している．第３に，貨幣貢租総額は，賦役金と紡糸金について，例外的に［₆］
が αと βのほぼ２倍，［105］が４倍であるので，最低がδの1.1倍（［34］）から，中間の1.2倍の［24］，［25］
と［33］，1.4倍の［58］を挟んで，4.6倍の［71］，5.2倍の［105］と高くなり，最高が約６倍（［₆］）になっ
ていて，格差は大きい．――本項の土地経営（GW）の所有者は署名者としては，（₁）－（5）が土地経営（GW）
所有者，（₆）と（₈）が土地経営（GW）その他の所有者と記されているけれども，（₇）［105］「土地経営（GW）
と土地経営（W）２」の所有者，C. W. Rechenberger「氏」のみは例外的に［d⊖₁］（土地経営（W）３の所有者）
である．したがって，彼の場合には，土地経営（GW）と土地経営（W）とが同一視されている．また，
彼は，第６条においても，集会出席者としても，商人と明記されている．
　本項の土地経営所有者８人の貨幣貢租総額と内訳は次のとおりである．土地経営（GW）はGWとした．
家屋の世襲賃租がない，あるいは，不明の場合には，〈　〉の項は省略し，［　］内に世襲賃租額のみを記した．
　　539P（ α＋ β＋［103］），（F⊖１）［34］GW，
　　564P（ α＋ β＋［51＋77＝128］），（F⊖2）［25］＋（F⊖₃）［33］GW，２人，
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　　577P（ α＋ β＋［103＋38＝141］），（F⊖₄）［24］GW，
　　692P（ α＋ β＋［154＋77＋25＝256］），（F⊖5）［58］GW，
　2,247P（ α＋ β＋［〈γ〉＋694＋167＋437＋77＝1,426］＝1,862）＋（［385］），（F⊖₆）［71ab］「GW＋地片」，
　2,553P（ α＋ β＋［39＋51＋77＝167］＝603）＋（ α×2＋ β×2＋［103＋64＋51＋51＋26＋51＝346］＝1,218）＋
　　　 　（ α＋ β＋［〈γ＋52＝103〉＋193＝296］＝732），（F⊖₇）［105abc］「GW＋2W」，
　2,904 P（〔308〕＋ β＋［〈64〉＋26＝90］＝449）＋（ α＋ β＋［〈52〉＋771＋463＝1,286］＝1,922）＋（地片など
計［733］），（F⊖₈）［₆abcdef）「家＋GW＋地片など」．
（G）土地経営（W）所有者　
　「土地経営（GW）＋土地経営（W）」および「土地経営（W）＋産業施設」を除く，土地経営（W）の
所有者は11人である．なお，本項において土地経営は，例外を除いて，土地経営（W）を意味する．
　（₁）［45］＝［b⊖32］．対象不記載世襲賃租はγ，貨幣貢租総額はδ，と同額である．
　（2）［109］＝［e⊖19］．対象不記載世襲賃租は64P（γの1.3倍）で，貨幣貢租総額は500Pである．
　（₃）［40］＝［b⊖28］．対象不記載世襲賃租51P（γと同額）と，第２条［第１項］によって減額された世
襲賃租77Pを合わせた世襲賃租合計額は128P（γの2.5倍）となり，貨幣貢租総額は564Pとなる．
　（₄）［39］＝［b⊖29］．世襲賃租合計は142P（γの2.8倍）で，貨幣貢租総額は578Pである．なお，（C）「家
屋＋納屋」の全６戸は火災台帳番号１しか持たないのに対して，この［39］は火災台帳番号２を持ってお
り，その対象不記載世襲賃租は103＋39Pと分割記載されている．それの最初の103P（γの２倍）を居宅
のそれと見なすと，次の39Pはγの８割である．後者は小規模な新築建物の世襲賃租と考えられるけれど
も，慎重を期して，家屋の世襲賃租は考慮しないでおく．
　（5）［28］＝［k⊖₁］と（₆）［116］＝［e⊖25］（２人）．各人の世襲賃租合計額は154P（γの３倍）であり，
貨幣貢租総額は590Pである．なお，［116］の世襲賃租は77（γの1.4倍）＋77Pと分割記載されている．
　（₇）［44］＝［b⊖31］．対象不記載世襲賃租合計額は167P（γの3.3倍）で，貨幣貢租総額は603Pである．なお，
世襲賃租は51（γと同額）＋116Pと分割記載されている．
　（₈）［43］＝［b⊖38］．対象不記載世襲賃租合計額は347P（γの6.8倍）で，貨幣貢租総額は783P（δの1.6
倍）である．なお，世襲賃租は103（γの２倍）＋77＋13＋154Pと分割記載されている．
　（₉）［114ab］＝［e⊖22．土地経営と地片の所有者］．［a］土地経営の対象不記載世襲賃租合計額は218P
（γの4.3倍）で，それに［b］地片（Fe）の世襲賃租231P（γの4.5倍）を加えた，［ab］の世襲賃租合計
額は449P（γの8.8倍）であり，貨幣貢租総額は885P（δの1.8倍）である．なお，①［a］では世襲賃租
は64（γの1.2倍）＋77＋77Pと分割記載されている．②［a］のみの貨幣貢租総額は654P（δの1.3倍）で
ある．
　（10）［90ab］＝［e⊖15．土地経営と地片の所有者（ただし，集会出席者としては［a］の耕地（Fr）が無
視されている）］．先ず，［a］土地経営の世襲賃租合計額は，対象不記載世襲賃租51P（γと同額）と耕地
（Fr）の世襲賃租424＋77＋154（＝655）P（γの12.8倍）を合わせた706P（γの13.8倍）であり，さらに，［b］
地片（Fe）の世襲賃租154P（γの３倍）を加算した，［ab］の世襲賃租合計額は，860P（γの16.8倍）で，
貨幣貢租総額は1,296P（δの2.7倍）である．なお，［a］の貨幣貢租総計は1,142Pであり，耕地の世襲賃
租（655P，想定）を差し引いた貨幣貢租額は，487P（δと同額）である．
　（11）［64］＝［b⊖53］．対象不記載世襲賃租合計額は900P（γの17.6倍）で，貨幣貢租総額は1,336P（δの2.7
倍）である．なお，世襲賃租は51（γと同額）＋26＋103＋103＋617Pと分割記載されている．
　本項の土地経営所有者11人のうち，（₉）と（10）とを除く９人が，集会出席者として土地経営所有者と
記されている．残りの２人，（₉）［114］と（10）［90］が「土地経営＋地片」の所有者である（ただし，後
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者の［a］で耕地が無視されている）．これら11人について，第１に，住居・居宅の世襲賃租が明記されて
いる土地経営も，土地経営固有の世襲賃租が明記されている事例も，全くない．唯一の例外は，既に（F⊖₇）
［105］で述べ，本項では割愛した所有地群の中の［c］土地経営で，家屋の世襲賃租がγの２倍である．
第２に，世襲賃租合計額は（₁）［45］でγと同額，（2）［109］でγの1.3倍，（₃）［40］で2.5倍（減額前），（₄）［39］，（5）
［28］と（₆）［116］で３倍，（₇）［44］で3.3倍，（₈）［43］で6.8倍，（₉）［114ab］で8.8倍，（10）［90ab］で16.8倍，
そして，（11）［64］で17.6倍である．したがって，世襲賃租合計額はγと同額（［45］）から，γの３倍前後，
約９倍を経て，最高17.6倍までであって，それは広範に分散している．第３に，貨幣貢租総額はδと同額
から，δの1.6倍，1.8倍を経て，最高が2.7倍であり，その範囲は世襲賃租合計額の場合よりも遥かに狭い．
しかし，この最高額は，家屋１戸所有者の土地負担総額の最高，δの約2.3倍とそれほど大きくは違わず，
その範囲は土地経営（GW）における，δの６倍よりも狭い．――土地経営所有者は集会出席者としては
土地経営（W）所有者と記されて，土地経営（GW）所有者とは区別されている．ただし，先に土地経営（GW）
の項で記したように，［105abc］「土地経営（GW）と土地経営（W）２」の所有者は出席者としては，土地
経営（W）３の所有者とされて，土地経営（GW）が土地経営（W）と同一視されている．また，（₉）［114b］
と（10）［90b］の地片には世襲賃租が，特に（10）［90a］の耕地には，高額の世襲賃租が，賦課されている
にも拘わらず，これらの地片あるいは耕地は出席者の付属地としては無視されている．
　本項の土地経営所有者11人の貨幣貢租総計と内訳は次のとおりである．土地経営（W）はWとした．
　　487P（ α＋ β＋［51］），（G⊖₁）［45］W，
　　500P（ α＋ β＋［64］），（G⊖2）［109］W，
　　564P（ α＋ β＋［51＋77＝128］），（G⊖₃）［40］W，
　　578P（ α＋ β＋［103＋39＝142］），（G⊖₄）［39］W，
　　590P（ α＋ β＋［77＋77＝154］），（G⊖5）［28］＋（G⊖₆）［116］W，２人，
　　603P（ α＋ β＋［51＋116＝167］），（G⊖7）［44］W，
　　783P（ α＋ β＋［103＋77＋13＋154＝347］），（G⊖₈）［43］W，
　　885P（ α＋ β＋［64＋77＋77＝218］＝654）＋（［231］），（G⊖₉）［114ab］W，
　1,296P（ α＋ β＋［424＋77＋154＋51＝706］＝1,142）＋（［154］），（G⊖10）［90ab］W，
　1,336P（ α＋ β＋［51＋26＋103＋103＋617＝900］），（G⊖11）［64］W．
（H）製粉水車所有者　
　産業施設，（H）－（L）には，それに固有の世襲賃租（他と一括された場合を含む）が記載されている．
しかし，（H）と（J）の水車は，いずれの場合にも火災台帳番号は１のみであるから，居宅を兼ねている
であろう．しかも，多くの場合にγの数倍の対象不記載世襲賃租が分割記載されているので，その中に居
宅の世襲賃租が含まれている可能性があるけれども，土地経営の場合と同じように不明のままにしておく．
そのために，以下では，産業施設固有の世襲賃租，世襲賃租合計と貨幣貢租額合計を問題にする．
　（₁）［104］製粉水車＝［f⊖2］（代理人）．製粉水車の世襲賃租は3,083P（減額前．γの60倍）であった．
対象不記載世襲賃租115P（γの2.3倍）を加えた世襲賃租合計は3,198P（γの63倍）で，貨幣貢租総額は3,634P
（δの7.5倍）となる．なお，対象不記載世襲賃租は64（γの1.3倍）＋51Pと分割記載されている．
　（2）［16］製粉水車＝［b⊖11］は製粉水車と搗き晒し水車とを所有する．それぞれ別記された世襲賃租は，
前者が3,083P（上記（₁）［104］のそれと同額で，γの60倍）で，後者が300P（γの5.9倍）であり，両者
合計は3,383P（いずれも減額前．γの66倍）であった．世襲賃租合計は，上記に対象不記載世襲賃租合計
564P（６）（γの11倍）を加えた3,947P（γの77倍）となる．この世襲賃租合計に， βと， αより例外的に
低い賦役金（上記賦役金例外①参照）を追加した貨幣貢租合計額は，4,306P（δの8.8倍）である．これ
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らの金額から製粉水車のそれを差し引くと，世襲賃租合計は864P，貨幣貢租合計額は1,223Pとなる．なお，
①製粉水車と搗き晒し水車との関係は不明である．②対象不記載世襲賃租は25＋103（γの２倍）＋77（γ
の1.5倍）＋359Pと分割記載されている．
　（₃）［₈］製粉水車＝［b⊖₇（７）］では対象不記載世襲賃租4,317P（減額前）のみが記載されている．すなわち，
この製粉水車は，賦役金の例外②と紡糸金の例外①に記したように，地片のみの［96］（L⊖₁の貨幣貢租
合計額に含まれる）と（M）の２件，計３件を除くと，両者が賦課されない，唯一の義務的土地である．
高額の，この製粉水車世襲賃租は，明記されていない，居宅の世襲賃租を含む，と考えられる．この水車
の世襲賃租合計額と貨幣貢租総額は同一の上記4,317P（γの85倍で，δの8.9倍）であった．この製粉水
車に固有の世襲賃租は4,317Pの一大部分であることは確かであるが，賦役金を α，紡糸金を β，居宅の
世襲賃租をγと想定して，これから差し引いた想定世襲賃租合計額・貨幣貢租総計は，3,830P（γの75倍，
δの7.9倍）となる．
　本項の製粉水車（（2）［16］は搗き晒し水車を含む）の所有者３人は，署名集会において全て水車所有者
とされている．第１に，製粉水車の世襲賃租は，［104］でγの60倍，［16］で，製粉水車が60倍（［104］
のそれと同額），搗き晒し水車が5.9倍，両者合計はγの66倍であり，［₈］では，上記の［16］と［104］
と異なって，賦役金と紡糸金が賦課されていないので，賦役金を α，紡糸金を β，居宅の世襲賃租をγ
と想定して，差し引くと，γの75倍であろう．第２に，世襲賃租合計額は［104］でγの63倍，［16］で66倍，
［₈］で85倍（ただし，α，βとγを差し引くと，75倍）である．第３に，貨幣貢租総額はδの7.5倍（［104］）
から９倍弱（［16］と［₈］．ただし，［₈］で，α，βとγを差し引くと，８倍弱）である．すなわち，第１，
第２と第３の金額は，一方では，３製粉水車間の格差がそれほど大きくなく，他方では，γおよびδと比
較すると，極めて高額である．
　本項の製粉水車所有者３人の貨幣貢租総額と内訳は次のとおりである．製粉水車は製粉と略記し，各種
水車の世襲賃租（下記（L）の永代水流賃租を含む）は {　} 内に記した．
　3,634P（ α＋ β＋［{3,083}＋64＋51＝3,198］），（H⊖₁）［104］製粉，
　4,306P（〔308〕＋ β＋［{3,083＋300}＋25＋103＋77＋359＝3,947］），（H⊖2）［16］製粉など，
　4,317P（［{4,317}］），（H⊖₃）［₈］製粉．
（J）製粉・製材水車所有者　
　製粉・製材水車所有者は，「製粉・製材水車＋住居」所有者を含んで，３人いる．
　（₁）［99］製粉・製材水車＝［k⊖5．水車所有者］．第２条で減額された世襲賃租は，多くの場合に水車の
それであるから，1,542Pから1,450Pに92Pだけ減額された，［99］の世襲賃租は，明記されていないけれども，
当水車の世襲賃租であろう．そして，第６条第４欄の世襲賃租は当水車に関して全て対象不記載であるが，
５個の最初に記された，最大の金額1,450Pを水車の世襲賃租と推定し，製粉・製材水車の世襲賃租（減額前）
を，上記の1,542P（γの30倍）と想定する．世襲賃租合計額は，対象不記載世襲賃租の残り499P（γの８倍）
を加えた1,941P（γの38倍）であり，貨幣貢租総計は2,428P（δの５倍）となる．なお，対象不記載世襲
賃租の第２以下は，193（γの3.8倍）＋13＋154＋39Pと分割記載されている．
　（2）［₃］製粉・製材水車＋住居（８）＝［b⊖₃．製粉・製材水車屋兼家屋所有者］．減額前に製材水車の世襲
賃租は617P（γの12倍）で，製粉水車のそれは1,542P（γの30倍．上記（₁）［99］の製粉・製材水車と同額）
であった．両者合計は2,159P（γの42倍）である．世襲賃租合計額は，上記に対象不記載世襲賃租102P
（γの２倍）を加えた2,261P（γの44倍）で，貨幣貢租総額は2,748P（δの5.6倍）となる．なお，対象不
記載世襲賃租は51＋51（いずれもγと同額．この合計額は住居の世襲賃租ではなかろうか）と分割記載さ
れている．なお，住居が家屋と同一視されている．
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　（₃）［12］製粉・製材水車＝［b⊖10．製粉・製材水車所有者］．製粉・製材水車の世襲賃租は3,083P（減額前．
γの60倍）であった．世襲賃租合計額は，上記に対象不記載世襲賃租219P（γの4.3倍）を合わせた3,302P
（γの64.7倍）で，貨幣貢租総額は3,738P（δの7.8倍）となる．なお，対象不記載世襲賃租は103（γの２
倍）＋116Pと分割記載されている．
　本項の製粉・製材水車所有者３人において，第１に，製粉・製材水車の世襲賃租はγの30倍（［99］）か
ら42倍（［₃］．ただし，これは，製材水車の世襲賃租，γの12倍と，製粉水車のそれ，γの30倍，上記（₁）
［99］と同額，の合計），60倍（［12］）である．第２に，世襲賃租合計額はγの38倍から44倍，64.7倍である．
第３に，貨幣貢租総額はδの５倍から7.8倍である．これら３指標において，それの最高額は最低額の２
倍を超えない．なお，署名集会における製粉・製材水車所有者３人の表記は各人の項に記した．
　本項の製粉・製材水車所有者３人の貨幣貢租総額と内訳は次のとおりである．製粉・製材水車は製材と
略記した．
　2,428P（ α＋ β＋［{1,542}＋193＋13＋154＋39＝1,941），（J⊖₁）［99］製材，
　2,748P（ α＋ β＋［{1,542＋617＝2,159}＋51＋51＝2,261］），（J⊖2）［₃］「住＋製材」，
　3,738P（ α＋ β＋［{3,083}＋103＋116＝3,302］），（J⊖３）［12］製材．
（K）「家屋＋旋盤工作場」所有者　
　下記（₃）［101a］「家屋＋旋盤工作場」について第６条第４欄は，上記（Ⅱ）のように，家屋ではなく，
住居の世襲賃租を51P（γと同額）と記している．したがって，本区分の他の３戸の同額の対象不記載世
襲賃租も家屋のそれであろう．旋盤工作場の世襲賃租に代わるものとして明記された年確定賃租を除くと，
家屋のみが世襲賃租の対象であるからである．これらの家屋は第３条によって，かつての旋盤工作場の世
襲賃租に代わる年確定賃租を引き受けることとなった．かつての旋盤工作場の世襲賃租の額は，不明なの
で，年確定賃租をそれと見なす．また，旋盤工作場と家屋は，火災台帳番号１のみを持つから，統一体を
なしている，と考えられる．（₄）は，土地経営（W）を兼有するので，台帳番号１をさらに持っている．
以後は原則として「家屋＋旋盤工作場」所有者を旋盤工作場所有者と略記する．
　（₁）［106］＝［e⊖18］．第１に，家屋の世襲賃租は恐らくγであり，第２に，旋盤工作場の世襲賃租は
460P（γの９倍）である．第３に，世襲賃租合計額は511P（γの10倍）であり，第４に，貨幣貢租総額
は947P（δの1.9倍）である．なお，家屋は住居と同一視されている．既に（Ⅱ），第１で言及したように，
第６条第２欄の家屋が第４欄では住居と表現されているからである．
　（2）［19］＝［b⊖13］．第１に，家屋の世襲賃租は恐らくγであり，第２に，旋盤工作場の世襲賃租は600P（γ
の11.8倍）である．第３に，世襲賃租合計額は651P（γの12.8倍）であり，第４に，貨幣貢租総額は1,087P
（δの2.2倍）である．
　（₃）［101ab］＝［e⊖34］の所有者は，［a］「家屋＋旋盤工作場」と［b］地片（Fe）などを所有する．第１
に，既に（Ⅱ）冒頭（ⅰ）に記したように，家屋の世襲賃租は［a］の住居のそれと明記された51P（γ）
であり，第２に，旋盤工作場の世襲賃租は550P（γの10.8倍）である．第３に，［ab］の世襲賃租合計額
は上記の合計601P（［a］）と，地片（Fe）など，すなわち，地片（Pa）などの世襲賃租122P（［b］）の合
計723P（γの14倍）であり，第４に，貨幣貢租総額は1,159P（δの2.4倍）である．なお，①［a］のみの
貨幣貢租総額は1,037Pである．②家屋は住居と，また，地片（Fe）および採草地は地片（Pa）と，同一視
されている．
　（₄）［17ab］＝［k⊖2．ここでは［b］の土地経営（W）が無視されている］は，［a］「家屋＋旋盤工作場」と［b］
土地経営を所有する．第１に，［a］の家屋の世襲賃租は恐らくγであるが，［b］のそれについては推定を
断念する．第２に，旋盤工作場の世襲賃租は380P（γの7.5倍）である．第３に，［ab］の世襲賃租合計は，［b］
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の対象不記載世襲賃租154P（γの３倍）に，第１の51Pと第２の380Pを加えた585P（γの11.5倍）となり，
第４に，［a］と［b］の αと βを追加した貨幣貢租総額は，1,457P（δの３倍）となる．なお，①［a］も［b］
も火災台帳番号１を持つから，［17］は家屋２戸を所有する．②［a］の貨幣貢租総額867P（δの1.8倍）は［b］
のそれ，590P（δの1.2倍）の約1.5倍である．後者，590Pと世襲賃租，154Pは上記（G）土地経営（G⊖5）
［28］および（G⊖₆）［116］と同額である．
　本項の旋盤工作場所有者は，出席者としては「家屋＋旋盤工作場」の所有者と記されており，（₃）［101］
だけに地片（Fe）などが追加されている．これら４人に関して，第１に，その居宅の世襲賃租はγと同額
であり，土地経営（W）を兼有する１人［17ab］のみγ以上である．第２に，旋盤工作場の世襲賃租はγ
の約7.5倍から約12倍の間である．第３に，世襲賃租合計額はγの10倍から，最高で約14倍までの間であり，
第４に，貨幣貢租総額はδの約２倍から最高３倍までの間である．第２－第４の指標では格差は大きくな
い．第１の指標でも３人は同額であり，［17ab］のみγ以上であろう．
　本項の旋盤工作場所有者の貨幣貢租総額と内訳は次のとおりである．家屋・旋盤工作場は旋盤と略記し，
旋盤工作場の世襲賃租は《　》内に記した．
　　947P（ α＋ β＋［〈γ〉＋《460》＝511］），（K⊖₁）［106］旋盤，
　1,087P（ α＋ β＋［〈γ〉＋《600》＝651］），（K⊖2）［19］旋盤，
　1,159P（ α＋ β＋［〈γ〉＋《550》＝601］＝1,037）＋（［122］），（K⊖₃）［101ab］「旋盤＋地片」，
　1,457P（ α＋ β＋［〈γ〉＋《380》＝431］＝867）＋（ α＋ β＋［154］＝590），（K⊖₄）［17ab］「旋盤＋W」．
（L）「『製粉・製材水車＋旋盤工作場』＋土地経営（W）＋家屋＋地片（Fe）」所有者　
　この種の施設は［18〈Br⊖18, 19, 21〉］のみである（９）．
　（₁）［₇］土地経営（W）の所有者は同時に［18］「製粉・製材水車＋旋盤工作場」，［82］家屋と［96］
地片（Fe）を所有する（＝［b⊖12］「『製粉・製材＋旋盤』＋土地経営＋家屋など」の所有者）．この所有地
群は火災台帳番号として［₇］と［82］に各１，［18］に３，合計５を，したがって，建物５戸を所有する．
これについて，第１に，居宅の世襲賃租で推定されうるのは，［82］家屋（付属地なし）の51P（γと同
額）のみである．第２に，［18］の水車関連の世襲賃租は540P（永代水流賃租，減額前）＋308＋308P（計
616Pは搗き晒し水車の世襲賃租，減額前．これは，（Ⅱ）の第３④に記したように，（H⊖2）［16］のそれ
の２倍である）＋4,008P（製粉水車の世襲賃租，減額前．これは，（Ⅱ）の第３①に記したように，製粉
水車のそれとして最高であろう）＋103P（旋盤工作場の世襲賃租，廃止前．これは，（Ⅱ）の第３③に記
したように，旋盤工作場のそれとしては最低である）＝5,267P（γの103倍）であった．第３に，世襲賃
租合計額は，［₇］で103（γの２倍）＋925P＝1,028P（γの20倍），［18］で上記5,267P，［82］で51（上
記）＋64P（＝115P．γの2.3倍），［96］で206P（γの４倍），以上合計6,616P（γの130倍）である．第
４に，貨幣貢租総額は，上記世襲賃租合計に，［₇］，［18］と［82］の β（計153P），［18］と［82］の α（計
770P），および，［₇］の例外的に低い賦役金308P（賦役金例外①参照）を加えた7,847P（δの16倍）となる．
すなわち，［₇］は1,387P（δの2.8倍．上記（G⊖11）［64］よりも大きい），［18］は5,703P（δの11.7倍），［82］
は551P（δの1.1倍．上記（A⊖54）［115］と同額），［96］は206P（［δ］の４割）である．［96］は地片で
あるから，賦役金例外②と紡糸金例外①で言及したように， αと βがない．第５に，この所有地群から
製粉水車関係分を差し引くと，世襲賃租総額は2,608P，貨幣貢租総額は3,839Pとなる．なお，①［18］「製
粉・製材水車＋旋盤工作場」（それを構成する同種との比較は，上に記した）の貨幣貢租合計額は［₇］土
地経営のそれの４倍である．②火災台帳番号３を持つ［18］「製粉・製材水車＋旋盤工作場」において，（₁）
製粉水車，（2）旋盤工作場と（₃）搗き晒し水車の世襲賃租は記載されているけれども，製材水車のそれ
はない．製材水車を持たぬ（₁）－（₃）が，独立の建物なのであろうか．③製粉・製材水車と搗き晒し水車
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の関係は，（H⊖2）［16］と同じように，不明である．
　本項の「『製粉・製材水車＋旋盤工作場』＋土地経営（W）＋家屋＋地片（Fe）」所有者の貨幣貢租総額と
内訳は次のとおりである．
　7,847P（〔308〕＋ β＋［103＋925＝1,028］＝1,387）＋（ α＋ β＋［{540＋4,008＋616＝5,164}＋《103》＝
　　　　　 5,267］＝5,703）＋（ α＋ β＋［〈γ〉＋64＝115］＝551）＋（［206］），（L⊖₁）「［₇］W＋［18］『製粉・製
材＋旋盤』＋［82］家＋［96］地片」．
（M）地片（Fe）のみの所有者　
　地片（Fe）所有者９人中の２人が，ここで問題となる．その中の１人は，「地片＋採草地」の所有者４
人中の１人でもある．それらの義務的土地は火災台帳番号を持たず，耕区台帳番号のみを持つ．
　（₁）［97］地片１枚の世襲賃租合計額＝貨幣貢租総額は193P（γの3.8倍．δの４割）である．
　（2）［118ab］の所有者は［a］地片２枚および［b］地片と採草地，各１枚を所有する．世襲賃租は［a］
が96P，［b］が308Pで，［ab］世襲賃租合計額＝貨幣貢租総額は404P（γの7.9倍．δの８割）である．
　署名集会において，前者の所有者は地片の所有者［e⊖33］，後者は地片と採草地の所有者［e⊖39］と記
されている．この２人は小屋所有者ではなく，間借人と推定される．
　本項の地片所有者２人の貨幣貢租総額は次のとおりである．
　　193P（［193］），（M⊖₁）［97］地片［e⊖33．地片所有者］，
　　404P（［96＋308］），（M⊖2）［118ab］地片［e⊖39．地片と採草地の所有者］．
（Ⅳ）各義務者の貨幣貢租総額と世襲賃租合計額　
　前小節において，（A）から（M）までに区分した階層別土地負担総額（減額・廃止前）とその内訳を明
らかにしたが，階層区分を取り払って，各義務者の貨幣貢租総額のみを比較してみよう．それを示すのが
第１表，個人別貨幣貢租総額一覧表（Ⅰ）である．義務者総数は，共同所有者を１人と見なすと，113人（10）
である．協定一連番号は118まであるけれども，一連番号で計８の義務的土地を兼有する義務者３人，（B）
２人と（L）１人がいるために，義務者総数は113人となる．その中で，貨幣貢租総額がδ（487P）であ
る義務者は52人，義務者総数の46％（ただし，比率は概数）である．500P以下の義務者はほぼ50％になり，
551P以下の義務者は59％を超える．貨幣貢租総額の最小額は地片のみ（M⊖₁）［97］の193P（δの４割）で，
最高額は，「［₇］土地経営（W）＋［18］『製粉・製材水車＋旋盤工作場』＋［82］家屋＋［96］地片」を所
有する（L⊖₁）の7,847Pである．最高額は最少額の40倍を超え，また，δの16倍に達する．さらに，貨幣
貢租の総計は，上記のように，減額・廃止前のそれを集計したために，協定に示された91,694Pよりも5,612P，
６％だけ大きい97,306Pである．上記の最高額義務者（総人数の１％）は単独で償却対象の貨幣貢租全体
の８％を，上記１人から2,748Pの第７位までの上位７人（総人数の６％）は30％を，賦課されている．こ
の７人は，第６位の土地経営（GW）などの所有者，（F⊖₈）［₆abcdef］以外に，製粉水車所有者４人（最高
額の（L⊖₁）をそれと見なす）と製粉・製材水車所有者２人である．そして，783P以上の22人（総人数の
21％）が全体の51％を負担する．第８位から第22位までの義務者15人は，土地経営（WGあるいはW）所
有者６人，旋盤工作場所有者４人（土地経営（W）を兼有する１人を含む），製粉・製材水車所有者１人，
それに，家屋所有者４人（家屋２戸所有者２人と「家屋＋耕地」所有者１人を含む）である．この中の最
後者４人は署名集会で小屋所有者と記されている．製粉水車所有者には第６位以下の，製粉・製材水車所
有者には第10位以下の，旋盤工作場所有者には第21位以下の，義務者はいない．産業施設所有者，とりわ
け，両種の水車所有者の優位が明らかである．それに対して，δ負担者（総人数の46％）は貨幣貢租全体
の26％を，500P以下の義務者（総人数のほぼ50％）は28％弱を，551P以下の義務者（総人数の59％）は
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第１表　個人別貨幣貢租総額一覧表
（Ⅰ） （Ⅱ）
貨幣貢租総額 人数［％］ 合計額〈％〉 人数［％］ 順位 合計額〈％〉
　193P，（M⊖1）［97］地片 1人［　　1％］ 193P〈　　0％〉 1人［　　1％］（111） 193P〈　　0％〉
　404P，（M⊖2）［118ab］地片 1人［　　1％］ 404P〈　　0％〉 1人［　　1％］（110） 404P〈　　0％〉
　487P，48人＋３人＋１人（１） 52人［　46％］25,324P〈　26％〉 52人［　47％］（　58） 25,324P〈　31％〉
　500P，（A⊖49）［10］家＋（G⊖2）［109］W 2人［　　2％］ 1,000P〈　　1％〉 2人［　　2％］（　56） 1,000P〈　　1％〉
　506P，１人＋１人（２） 2人［　　2％］ 1,012P〈　　1％〉 2人［　　2％］（　54） 1,012P〈　　1％〉
　513P，３人＋１人（３） 4人［　　4％］ 2,052P〈　　2％〉 4人［　　4％］（　50） 2,052P〈　　2％〉
　526P，（E⊖1）［102］住 1人［　　1％］ 526P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　49） 526P〈　　1％〉
　539P，（A⊖53）［68］家＋（F⊖1）［34］GW 2人［　　2％］ 1,078P〈　　1％〉 2人［　　2％］（　47） 1,078P〈　　1％〉
　551P，（A⊖54）［115］家＋（D⊖3）［48］「家＋地片」 2人［　　2％］ 1,102P〈　　1％〉 2人［　　2％］（　45） 1,102P〈　　1％〉
　564P，１人＋１人＋１人＋２人＋１人（４） 6人［　　5％］ 3,384P〈　　3％〉 6人［　　5％］（　39） 3,384P〈　　4％〉
　577P，（F⊖4）［24］GW 1人［　　1％］ 577P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　38） 577P〈　　1％〉
　578P，（G⊖4）［39］W 1人［　　1％］ 578P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　37） 578P〈　　1％〉
　590P，２人＋１人＋２人（５） 5人［　　4％］ 2,950P〈　　3％〉 5人［　　5％］（　32） 2,950P〈　　4％〉
　603P，（A⊖63）［30］家＋（G⊖7）［44］W 2人［　　2％］ 1,206P〈　　1％〉 2人［　　2％］（　30） 1,206P〈　　1％〉
　641P，（A⊖56）［72］家＋（D⊖6）［62ab］「家＋地片」 2人［　　2％］ 1,282P〈　　1％〉 2人［　　2％］（　28） 1,282P〈　　1％〉
　651P，３人＋１人（６） 4人［　　4％］ 2,604P〈　　3％〉 4人［　　4％］（　24） 2,604P〈　　3％〉
　692P，（F⊖5）［58］GW 1人［　　1％］ 692P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　23） 692P〈　　1％〉
　693P，（A⊖60）［65］＋（A⊖61）［117］家 2人［　　2％］ 1,386P〈　　1％〉 2人［　　2％］（　21） 1,386P〈　　2％〉
　783P，（G⊖8）［43］W 1人［　　1％］ 783P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　20） 783P〈　　1％〉
　885P，（G⊖9）［114ab］W 1人［　　1％］ 885P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　19） 885P〈　　1％〉
　947P，（K⊖1）［106］旋盤 1人［　　1％］ 947P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　18） 947P〈　　1％〉
　987P，（B⊖1）［15］＋［32］家２戸所有 1人［　　1％］ 987P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　17） 987P〈　　1％〉
1,025P，（B⊖2）［67］＋［78］家２戸所有 1人［　　1％］ 1,025P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　16） 1,025P〈　　1％〉
1,087P，（K⊖2）［19］旋盤 1人［　　1％］ 1,087P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　15） 1,087P〈　　1％〉
1,130P，（D⊖7）［91］「家＋耕地」 1人［　　1％］ 1,130P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　14） 1,130P〈　　1％〉
1,142P，（A⊖62）［95］家 1人［　　1％］ 1,142P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　13） 1,142P〈　　1％〉
1,159P，（K⊖3）［101ab］「旋盤＋地片」 1人［　　1％］ 1,159P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　12） 1,159P〈　　1％〉
1,296P，（G⊖10）［90ab］W 1人［　　1％］ 1,296P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　10） 1,296P〈　　2％〉
1,336P，（G⊖11）［64］W 1人［　　1％］ 1,336P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　　9） 1,336P〈　　2％〉
1,457P，（K⊖4）［17ab］「旋盤＋W」 1人［　　1％］ 1,457P〈　　1％〉 1人［　　1％］（　　8） 1,457P〈　　2％〉
2,247P，（F⊖6）［71ab］GW 1人［　　1％］ 2,247P〈　　2％〉 1人［　　1％］（　　7） 2,247P〈　　3％〉
2,428P，（J⊖1）［99］製材 1人［　　1％］ 2,428P〈　　2％〉 1人［　　1％］（　　6） 2,428P〈　　3％〉
2,553P，（F⊖7）［105abc］「GW＋２W」 1人［　　1％］ 2,553P〈　　3％〉 1人［　　1％］（　　5） 2,553P〈　　3％〉
2,748P，（J⊖2）［3］製材 1人［　　1％］ 2,748P〈　　3％〉 1人［　　1％］（　　4） 2,748P〈　　3％〉
2,904P，（F⊖8）［6abcdef）「家＋GW＋地片」 1人［　　1％］ 2,904P〈　　3％〉 1人［　　1％］（　　3） 2,904P〈　　4％〉
3,634P，（H⊖1）［104］製粉 1人［　　1％］ 3,634P〈　　4％〉 － － －
3,738P，（J⊖3）［12］製材 1人［　　1％］ 3,738P〈　　4％〉 1人［　　1％］（　　2） 3,738P〈　　5％〉
4,306P，（H⊖2）［16］製粉など 1人［　　1％］ 4,306P〈　　4％〉 1人［　　1％］（　11） 1,223P〈　　1％〉
4,317P，（H⊖3）［8］製粉 1人［　　1％］ 4,317P〈　　4％〉 － － －
7,847P，（L⊖1）（７） 1人［　　1％］ 7,847P〈　　8％〉 1人［　　1％］（　　1） 3,839P〈　　5％〉
合計 113人［100％］97,306P〈100％〉111人［100％］ － 82,264P〈100％〉
（注１）（A⊖1）から（A⊖48）までの家，48人＋（C⊖1）［27］＋（C⊖2）［89］＋（C⊖3）［111］「家＋納屋」，３人＋（G⊖1）［45］W
（注２）（C⊖4）［11］「家＋納屋」＋（D⊖1）［1］「家＋土地」
（注３）（A⊖50）［4］＋（A⊖51）［23］＋（A⊖52）［51］家，３人＋（D⊖2）［21］「家＋土地」
（注４）（A⊖55）［56］家＋（C⊖5）［100］「家＋納屋」＋（E⊖2）［107］「住＋地片」＋（F⊖2）［25］＋（F⊖3）［33］GW，２人＋（G⊖3）［40］W
（注５）（D⊖4）［20ab］＋（D⊖5）［47ab］「家＋採草地」，２人＋（E⊖3）［77］住＋（G⊖5）［28］＋（G⊖6）［116］W，２人
（注６）（A⊖57）［75］＋（A⊖58）［80］＋（A⊖59）［85］家，３人＋（C⊖6）［76］「家＋納屋」
（注７）（L⊖1）「［7］W＋［18］『製粉・製材＋旋盤』＋［82］家＋［96］地片」
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34％弱を，負担するに過ぎない．そのうち，δ負担者，52人は，大部分の48人が家屋１戸所有者である
としても，「家屋＋納屋」所有者３人と土地経営（W）所有者１人を含む．また，506Pから551Pまでの義
務者も土地経営（GW）所有者１人を含む．そして，家屋１戸所有者は，その貨幣貢租総額がδである48
人から，第15位の義務者（1,142Pの（A⊖62）［95］で，δの2.3倍であり，家屋２戸所有者と「家屋＋耕地」
所有者の貨幣貢租総額を超える）まで，分散している．両者が同一視されることもある土地経営所有者（GW
あるいはW）は，一方では，小屋所有者などと区別して，表記されるが，他方では，上記δ負担者１人か
ら上記第６位の（F⊖₈）［₆abcdef］（δの６倍）まで，家屋１戸所有者よりも広く分散しており，特にδ負担者，
および，それに近似した負担者がいるために，土地経営（GWとW）の２区分が筆者には理解困難である．
表中最少額の２人は小屋所有者ではなく，間借人と推定される．
　第１表の113人から，農村工業との関係が薄いと考えられる製粉専業水車の貨幣貢租を除いた，貨幣貢
租総額を検討しよう．総人数は，製粉専業水車所有者２人，（H⊖₁）［104］と（H⊖₃）［₈］を除いた111人となる．
　貨幣貢租総額を第１表（Ⅱ）で見ると（同表は紙幅制限のために（Ⅰ）の最少額から配列してあり，（Ⅱ）
の序列は（Ⅰ）とはやや異なるので，人数の比率の後に個人負担額の順位を付記してある），対人数比率では，
γ負担者が47％に，500P以下の義務者が50％に，551P以下の義務者が60％に，増大する．貨幣貢租総額
の最少額は第１表（Ⅰ）と同じく，193Pで，最高額義務者は第１表（Ⅰ）と同じ（L⊖₁）であるが，製粉
水車の貨幣貢租を除いたために，その額は3,839P（δの7.9倍）に減少し，最低額の20倍に縮小する．また，
貨幣貢租総額の総計は82,264Pに減少する．上記の最高額義務者は貨幣貢租総額全体の５％を，上記１人
を含めた上位９人（総人数の８％）は30％を，負担する．上記（L⊖₁）を，製材水車の世襲賃租を負担し
ないので，製材水車所有者ではなく，旋盤工作場などの所有者と見なすと，上位９人は製粉・製材水車所
有者３人（製粉水車の貨幣貢租を除外），土地経営（GWあるいはW）所有者４人と旋盤工作場所有者２人（い
ずれも土地経営（W）を兼有する）である．そして，603P以上の31人（総人数の28％）は50％を負担する．
第10位の1,296Pから第30位の603P（２人）までの22人は，（H⊖2）［16］を，製粉水車所有者ではなく，搗
き晒し水車所有者と見なすと，旋盤工作場所有者３人，土地経営（GWあるいはW）所有者５人，搗き晒
し水車所有者１人（H⊖2）［16］，家屋所有者13人（家屋２戸所有者２人と「家屋＋各種土地」所有者３人
を含む）である．この家屋所有者13人は小屋所有者である．以上を見ると，製粉専業水車を除外したため
に，産業施設所有者の優位がかなり後退し，土地経営（GWあるいはW）所有者と，特に家屋所有者が進
出している．それに対して，δ負担者（総人数の47％）は貨幣貢租全体の31％を，500P以下の義務者（同
50％）は33％を，551P以下の義務者（同60％）は40％を，負担するに過ぎない．
　分析視角を変えて，貨幣貢租総計から賦役金と紡糸金を差し引いた世襲賃租，すなわち，産業施設を含
む義務的土地に賦課される世襲賃租，の各人合計額で比較すると，どうか．第２表（Ⅰ）の人数で見れば，
最少額51P，γの義務者は第１表（Ⅰ）と（Ⅱ）の貨幣貢租487P，δの義務者と全く同じで，その数52人
は総人数の46％を占め，70P以下の義務者は49％弱に，115P以下の義務者は58％に，達している．世襲賃
租の総計は45,705Pで，貨幣貢租総計の47％に相当する．世襲賃租額第１位の義務者は貨幣貢租額第１位
と同じ（L⊖₁）で，全額の14％を賦課されている．また，その世襲賃租額は6,616Pで，γの130倍である．
この格差は，最大多数52人のδの16倍に達した貨幣貢租総額におけるよりも，遥かに大きい．この第１位
から第６位（2,261P）までの賦課額は全額の51％を超える．この６人は製粉水車所有者４人と製粉・製材
水車所有者２人である．さらに，694P以上の９人を加えた15人の合計は，全額の75％を占めている．後
者の９人は製粉・製材水車所有者１人，旋盤工作場所有者１人，土地経営（GWとW）所有者５人（家屋
兼有の１人を含む），家屋所有者２人（「家屋＋耕地」所有者１人を含む）である．最後者２人は小屋所有
者である．製粉水車所有者に第６位以下の，製粉・製材水車所有者に第９位以下の，旋盤工作場所有者に
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第２表　個人別世襲賃租合計額一覧表
（Ⅰ） （Ⅱ）
世襲賃租合計額 人数［％］ 合計額〈％〉 人数［％］ 順位 合計額〈％〉
　　51P，48人＋３人＋１人（１） 52人［　46％］ 2,652P〈　　6％〉 52人［　47％］（60） 2,652P〈　　9％〉
　　64P，（A⊖49）［10］家＋（G⊖2）［109］W 2人［　　2％］ 128P〈　　0％〉 2人［　　2％］（58） 128P〈　　0％〉
　　70P，（D⊖1）［1］「家＋土地」 1人［　　1％］ 70P〈　　0％〉 1人［　　1％］（57） 70P〈　　0％〉
　　77P，３人＋１人（２） 4人［　　4％］ 308P〈　　1％〉 4人［　　4％］（53） 308P〈　　1％〉
　　90P，（E⊖1）［102］住 1人［　　1％］ 90P〈　　0％〉 1人［　　1％］（52） 90P〈　　0％〉
　103P，（A⊖53）［68］家＋（F⊖1）［34］GW 2人［　　2％］ 206P〈　　0％〉 2人［　　2％］（50） 206P〈　　1％〉
　115P，１人＋１人＋１人（３） 3人［　　3％］ 345P〈　　1％〉 3人［　　3％］（47） 345P〈　　1％〉
　128P，１人＋１人＋１人＋２人＋１人（４） 6人［　　5％］ 768P〈　　2％〉 6人［　　5％］（41） 768P〈　　2％〉
　141P，（F⊖4）［24］GW 1人［　　1％］ 141P〈　　0％〉 1人［　　1％］（40） 141P〈　　0％〉
　142P，（G⊖4）［39］W 1人［　　1％］ 142P〈　　0％〉 1人［　　1％］（39） 142P〈　　0％〉
　147P，（C⊖4）［11］「家＋納屋」 1人［　　1％］ 147P〈　　0％〉 1人［　　1％］（38） 147P〈　　0％〉
　153P，（B⊖2）［67］＋［78］家２戸所有 1人［　　1％］ 153P〈　　0％〉 1人［　　1％］（37） 153P〈　　0％〉
　154P，２人＋１人＋２人（５） 5人［　　4％］ 770P〈　　2％〉 5人［　　4％］（32） 770P〈　　2％〉
　167P，（G⊖7）［44］W 1人［　　1％］ 167P〈　　0％〉 1人［　　1％］（31） 167P〈　　1％〉
　193P，（M⊖1）［97］地片 1人［　　1％］ 193P〈　　0％〉 1人［　　1％］（30） 193P〈　　1％〉
　205P，（A⊖56）［72］家＋（D⊖6）［62ab］「家＋地片」 2人［　　2％］ 410P〈　　1％〉 2人［　　2％］（28） 410P〈　　1％〉
　215P，３人＋１人（６） 4人［　　4％］ 860P〈　　2％〉 4人［　　4％］（24） 860P〈　　3％〉
　244P，（A⊖63）［30］家 1人［　　1％］ 244P〈　　1％〉 1人［　　1％］（23） 244P〈　　1％〉
　256P，（F⊖5）［58］GW 1人［　　1％］ 256P〈　　1％〉 1人［　　1％］（22） 256P〈　　1％〉
　257P，（A⊖60）［65］＋（A⊖61）［117］家 2人［　　2％］ 514P〈　　1％〉 2人［　　2％］（20） 514P〈　　2％〉
　347P，（G⊖8）［43］W 1人［　　1％］ 347P〈　　1％〉 1人［　　1％］（19） 347P〈　　1％〉
　404P，（M⊖2）［118ab］地片 1人［　　1％］ 404P〈　　1％〉 1人［　　1％］（18） 404P〈　　1％〉
　449P，（G⊖9）［114ab］W 1人［　　1％］ 449P〈　　1％〉 1人［　　1％］（17） 449P〈　　1％〉
　511P，（K⊖1）［106］旋盤 1人［　　1％］ 511P〈　　1％〉 1人［　　1％］（16） 511P〈　　2％〉
　585P，（K⊖4）［17ab］「旋盤＋W」 1人［　　1％］ 585P〈　　1％〉 1人［　　1％］（15） 585P〈　　2％〉
　651P，（K⊖2）［19］旋盤 1人［　　1％］ 651P〈　　1％〉 1人［　　1％］（14） 651P〈　　2％〉
　694P，（D⊖7）［91］「家＋耕地」 1人［　　1％］ 694P〈　　2％〉 1人［　　1％］（13） 694P〈　　2％〉
　706P，（A⊖62）［95］家 1人［　　1％］ 706P〈　　2％〉 1人［　　1％］（12） 706P〈　　2％〉
　723P，（K⊖3）［101ab］「旋盤＋地片」 1人［　　1％］ 723P〈　　2％〉 1人［　　1％］（11） 723P〈　　2％〉
　809P，（F⊖7）［105abc］「GW＋２W」 1人［　　1％］ 809P〈　　2％〉 1人［　　1％］（10） 809P〈　　3％〉
　860P，（G⊖10）［90ab］W 1人［　　1％］ 860P〈　　2％〉 1人［　　1％］（　9） 860P〈　　3％〉
　900P，（G⊖11）［64］W 1人［　　1％］ 900P〈　　2％〉 1人［　　1％］（　7） 900P〈　　3％〉
1,811P，（F⊖6）［71ab］GW 1人［　　1％］ 1,811P〈　　4％〉 1人［　　1％］（　6） 1,811P〈　　6％〉
1,941P，（J⊖1）［99］製材 1人［　　1％］ 1,941P〈　　4％〉 1人［　　1％］（　5） 1,941P〈　　6％〉
2,109P，（F⊖8）［6abcdef）「家＋GW＋地片」 1人［　　1％］ 2,109P〈　　5％〉 1人［　　1％］（　4） 2,109P〈　　7％〉
2,261P，（J⊖2）［3］製材 1人［　　1％］ 2,261P〈　　5％〉 1人［　　1％］（　3） 2,261P〈　　7％〉
3,198P，（H⊖1）［104］製粉 1人［　　1％］ 3,198P〈　　7％〉 － － －
3,302P，（J⊖3）［12］製材 1人［　　1％］ 3,302P〈　　7％〉 1人［　　1％］（　1） 3,302P〈　11％〉
3,947P，（H⊖2）［16］製粉 1人［　　1％］ 3,947P〈　　9％〉 1人［　　1％］（　8） 864P〈　　3％〉
4,317P，（H⊖3）［8］製粉 1人［　　1％］ 4,317P〈　　9％〉 － － －
6,616P，（L⊖1）（７） 1人［　　1％］ 6,616P〈　14％〉 1人［　　1％］（　2） 2,608P〈　　8％〉
合計 113人［100％］45,705P〈100％〉111人［100％］ 31,099P〈100％〉
（注１）（A⊖1）から（A⊖48）までの家，48人＋（C⊖1）［27］＋（C⊖2）［89］＋（C⊖3）［111］「家＋納屋」，３人＋（G⊖1）［45］W
（注２）（A⊖50）［4］＋（A⊖51）［23］＋（A⊖52）［51］家，３人＋（D⊖2）［21］「家＋土地」
（注３）（A⊖54）［115］家＋（B⊖1）［15］＋［32］家２戸所有＋（D⊖3）［48］「家＋地片」
（注４）（A⊖55）［56］家＋（C⊖5）［100］「家＋納屋」＋（E⊖2）［107］「住＋地片」＋（F⊖2）［25］＋（F⊖3）［33］GW，２人＋（G⊖3）［40］W
（注５）（D⊖4）［20ab］＋（D⊖5）［47ab］「家＋採草地」，２人＋（E⊖3）［77］住＋（G⊖5）［28］＋（G⊖6）［116］W，２人
（注６）（A⊖57）［75］＋（A⊖58）［80］＋（A⊖59）［85］家，３人＋（C⊖6）［76］「家＋納屋」
（注７）（L⊖1）「［7］W＋［18］『製粉・製材＋旋盤』＋［82］家＋［96］地片」
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第19位以下の義務者はいない．ここでも産業施設所有者，特に両種の水車所有者，の優位が明らかである．
それに対して，総人数の46％を占めるγ負担者の世襲賃租額は，全額の６％に，70P以下の義務者（総人
数の49％弱）も全額の６％に，115P以下の義務者（同58％）は８％に，過ぎない．γ負担者は，貨幣貢
租合計δを負担する52人と全く重なり合う．したがって，土地経営（W）所有者１人が含まれる．また，
64Pの義務者の中にも土地経営（W）所有者１人が含まれる．ここで注目すべきことに，第２表では最下
位がγ負担者であって，第１表で最下位であった地片所有者２人は，第20位と第32位に位置している．こ
れをどのように理解すべきであろうか．
　次に，第１表（Ⅱ）に倣って，製粉専業水車の世襲賃租を除いて，検討してみる．第２表（Ⅱ）によれ
ば，最少額51P，γの義務者は，第１表（Ⅰ）と（Ⅱ）の貨幣貢租487P，δの，第２表（Ⅰ）の51P，γ
の，義務者と全く同じで，その数，52人は総人数の47％を占め，70P以下の義務者は50％弱に，115P以下
の義務者は59％に，達している．最高額負担者は（J⊖₃）［12］の製粉・製材水車所有者で，その金額3,302P
は最低額の約65倍であり，総額の11％を負担する．2,109P以上の上位４人（総人数の４％）は総額の33％
を負担する．この４人は製粉・製材水車所有者２人，旋盤工作場所有者１人（L⊖₁．土地経営を兼有）と
土地経営所有者１人である．864P以上の上位８人（総人数の７％）の負担額は51％である．この第５位
から第８位までの４人は製粉・製材水車所有者１人，搗き晒し水車所有者１人，土地経営所有者２人であ
る．さらに，694P以上の義務者13人（総人数の12％）は63％を負担する．第９位から第13位までの５人
は旋盤工作場所有者１人，土地経営所有者２人と家屋所有者２人（「家＋耕地」所有者１人を含む）である．
以上を見ると，製粉専業水車を除いたために，産業施設保有者の優位がかなり後退し，土地経営所有者が
進出しているが，家屋所有者＝小屋所有者の比率はそれほど高くなっていない．それに対して，γ負担者
52人は総計の９％を負担する．70P以下の義務者55人（総人数の50％）の負担比率も９％であり，115P以
下の義務者65人（同59％）は総計の12％である．
　以上のように，本村と子村の関係にある，対象の２村を１村と見て，本協定における減額廃止前の貨幣
貢租総額から考察すると，償却義務者113人の間では，また，製粉専業水車所有者２人を除いた111人の間
でも，相当の階層分化が進行していた．特に世襲賃租合計額のみから見ると，階層分化の程度は大きかった．
　なお，ノイドルフ村（［₁］と略記）とカタリーネンベルク村（［2］と略記）について，以下を追記して
おきたい．
　第１に，1787年のフーフェ農と園地農の数，および，フーフェ数は，［₁］でも［2］でもゼロであって，
小屋所有者のみがいた．［₁］に81人，［2］に12人である（11）．第２に，1834年の人口は［₁］772人，［2］
142人（12）で，1849年には［₁］934人，［2］181人（13）であり，1871年には［₁］938人，［2］192人（14），であった．
第３に，1913年の総面積は，［2］を含んで［₁］が181ヘクタール（15）であった．第４に，1849年の職業調
査によれば，総人口の中で自立的就業者は［₁］で424人，［2］で92人であった．そのうち，木製玩具製造
業関係者が［₁］で自立的就業者134人（家族を含むと，391人．総人口の42％），［2］で同24人（家族を
含むと，66人．総人口の36％），靴下製造業関係者が［₁］で自立的就業者49人（家族を含むと，83人．総
人口の９％），であった．すなわち，［₁］では両工業関係者が総人口の51％を占め，［2］では玩具製造業
関係者が36％を占めていた．また，靴下製造業に関連して，die Sitze der Fabrik- und Fabrikverlagsgeschäfte，
すなわち，Fabrikgeschäfte u. beziehentlich geschlossene Etablissements（大規模製造施設）が［₁］に３あった（13）．
同一騎士領所属のザイフェン村を中心とする木製玩具製造業が，［₁］でも［2］でも就業構造上，大きな
役割を果たしていた．第５に，1871年で見ると，［₁］は農業35人，工業662人（全体の80％），労働127人
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などであり，［2］は農業８人，工業127人（全体の76％），労働31人などであった（14）．すなわち，［₁］でも［2］
でも工業が圧倒的に有力であった．ただし，これらの人口を本協定の署名者と関係づけることはできない
（２村の領主制地代償却協定は本協定のみである）．
　　　第４節注
（注１）史料の重大な誤読が本稿第２節にあった．［a⊖71a〈Br⊖79〉］の「（₄）住居（WH）の世襲賃租5 G ₁P＋₁T 13 G ₇P＋₇ G 
₇P［＝₁T 26 G 5P］，紡糸金5 G ₁P，賦役金₁T ₈ G 5P，耕地（Pa）No. 67の世襲賃租2T ₉ G ₄P，他の土地（Gs）の世襲賃租
16 G ₇P」は，「（₄）住居（WH）の世襲賃租5 G ₁P，紡糸金5 G ₁P，賦役金₁T ₈ G 5P，地片（Pa）No. 67の世襲賃租2T ₉ G ₄P，
世襲賃租₁T 13 G ₇P＋₇ G ₇P［＝₁T 21 G ₄P］，他の土地（Gs）の世襲賃租16 G ₇P」でなければならない．
（注２）本稿第２節と第３節ではParcelleを耕地（Pa），Feldを耕地（F）と訳したけれども，前者を地片（Pa）に，後者を地片（Fe）
に改める．全てのParcelleは第６条第４欄に数字付きで記載されている．そのうち，（M⊖₃）［101b］におけるそれの数字は第
２欄（c）の耕地台帳番号と一致する．したがって，Parcelleは地片（Pa）と訳すべきであった．また，Feldはそれぞれが耕
地台帳番号によって記載されている．そのために，Feldも地片（Fe）と訳すべきであった．
（注３）本稿第２節で「製粉水車と製材水車」と訳した水車は，それぞれ火災台帳番号１のみを持つから，製粉・製材水車と訳
すべきであった．第６条で［12］と［99］はMahl- und Bretmühleであり，集会出席者としては前者，［12］は［b⊖10］Mahl- 
u. Bretmühlenbesitzerで，後者，［99］は単に［k⊖5］Mühlenbesitzerである．それに対して，［₃］は住居（WH）付き製粉水車
と製材水車（Mahlmühle und Bretmühle nebst Wohnhaus）であって，２つの水車は独立したものとして記載されている．しか
し，その火災台帳番号は１のみであり，集会出席者としての［₃］は［b⊖₃］製粉・製材水車屋兼家屋所有者（Mahl-Bretmüller 
und Hausbesitzer）とされていて，上記［b⊖10］（＝［12］）と殆ど同じである．そのために，［₃］も製粉・製材水車と解する．
（注４）1835年本領地域火災保険施設整備法第２条は全ての建物に同火災保険施設への加入を義務付けた．GS 1835, S. 524. ま
た，同法施行令B⊖11は次のように定めた．新しい建物が建築され…た場合には，その建物を…集落台帳と結び付ける必要が
ある．GS 1835, S. 572. したがって，複数の火災台帳番号を持つが，協定一連番号は１である義務的土地は，増築した建物を
持つはずである．
（注５）この個所の［77．家屋］は［77．住居（WH）］の誤記であった．
（注６）本稿第２節［a⊖16］の単なる世襲賃租合計額のうち14Pは４Pの誤記であった．
（注７）本稿第３節（2）［b⊖₇］水車所有者に関して，［a⊖17...と土地経営（W）（21）］は全く誤りであって，［a⊖₈，製粉水車］と
すべきであり，第３節（注21）は削除されるべきである．
（注８）本稿第２節［a⊖₃］に誤記があった．（₄）冒頭の「製材水車」は製粉水車，（₈）の中の「廃止［減額］」は廃止，「［a⊖₃］
の製材水車」は［a⊖₃］の製粉水車，でなければならない．
（注９）これは第６条第２欄ではMahl- und Bretmühle mit Drehwerkであり，出席者としては［b⊖12］Mahl- und Bretmüller auch 
Drehwerksbesitzer ...であって，上記（注３）［b⊖10］＝［12］の表現と殆ど同じである．そのために，第６条第２欄の水車は製粉・
製材水車＋旋盤工作場と一応改訳するけれども，［18］は火災台帳番号３を持ち，３戸の建物を含むから，判断は困難である．
（注10）この113人について，以下を付記する．118個の義務的土地のうち２個，［19］と［68］，の所有者は，それぞれ既婚婦
人および未成年者２人と３人であり，それらの未成年後見人は，村外の１人を除いて，本協定の義務者＝署名者であった．
したがって，この２個の土地に関する署名者として増加したのは既婚婦人２人と村外の１人である．さらに，上記を含めて，
義務者である既婚婦人の夫が署名すべきであった．合計は111＋₃＋₆＝120人となる．しかし，義務者４人と既婚婦人の夫の
１人が署名集会に欠席した．また，義務者２人，１人は他の義務者を，もう１人は村外の人物を，代理人とした（差し引き
ゼロ）．そのために，実際の署名者は115人となった．この中で，13人（①全体の11％，②うち，既婚婦人１人）は署名集会
で協定に＋＋＋を書いたのみで，自分の名前を書けなかった．
（注11）Blaschke 1957, S. 301, 306. Vgl. 松尾 2001, S. 23⊖24.
（注12）Lommatzsch 1905, S. 35. Vgl. 松尾 2001, S. 23⊖24.
（注13）Bevölkerung 1849, S. 292, 309. Vgl. 松尾 2001, S. 27.
（注14）Bevölkerung 1871, S. 43. Vgl. 松尾 2001, S. 23⊖24.
（注15）Georgi 1916⊘17, S. 83. Vgl. 松尾 2001, S. 23⊖24.
　　　　追加引用法令
1835年本領地域火災保険施設整備法＝Gesetz, die Einrichtung der alterbländischen Immobiliar-Brandversicherungs-Anstalt betr., vom 
14. 11. 1835.
1835年同法施行令＝Verordnung zu Vollziehung des Gesetzes wegen Einrichtung alterbländischen Immobiliar-Brandversicherungs-An-
stalt, vom 14. 11. 1835.
　　　　追加引用文献
Bevölkerung 1849＝Bevölkerung des Königreichs Sachsen nach Berufs- und Erwerbsclassen und Resultate der Gewerbs-Geographie und 
－98－
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Gewerbs-Statistik von Sachsen. Mittheilungen aus dem Königreich Sachsen, hrsg. vom Statistischen Bureau des Ministeriums des Innern, 
Bd. 3, Dresden 1854.
Bevölkerung 1871＝“Vertheilung der Bevölkerung des Königreichs Sachsen nach den Haupt-Erwerbs- und Berufs-Klassen auf Grund der 
Volkszählung am December 1871”, in: Zeitschrift des K. Sächsischen Statistischen Bureaus, Bd. 21, Beilage, 1875.
Blaschke 1957＝Karlheinz Blaschke （Hrsg.）, Historisches Ortsverzeichnis von Sachsen, Leipzig.
Georgi 1916⊘17＝G. Georgi, “Die Ermittlung der land- und forstwirtschaftlichen Bodenbenutzung im Jahre 1913”, in: Zeitschrift, Bd. 62⊘
63.
Lommatzsch 1905＝［Georg Lommatzsch,］ “Die Einwohnerzahlen der Landgemeinden von 1834 bis 1900 und die Veränderungen in der 
Verwaltungseinteilung des Königreichs seit 1815”, in: Zeitschrift, Bd. 51.
Zeitschrift＝Zeitschrift des K. Sächsischen Statistischen Landesamtes.
　　　　補論
　騎士領リンバッハ，プルシェンシュタインおよびヴィーデローダとその領民との間で締結された償却協定で，邦立中央文書
館の償却委員会文書・地名索引のリンバッハ，プルシェンシュタインとヴィーデローダの項に記載されていない協定は，本稿
で紹介したもの以外に，最近の同文書館からの回答によれば，次のとおりである．なお，本稿第１節77ページの⑦に言及した，
ノイハウゼン村の水車の土地などについての償却協定（1856年）は，騎士領プルシェンシュタインと，ノイハウゼン村および
ハイダースドルフ村の水車の土地の所有者としてのフライベルク鉱山管区代理人の貨幣貢租償却協定（Nr. 13989）であるので，
領主＝農民関係には関わらない．また，同上ページ①のアインジーデル村における羊放牧権償却協定（写本，1838年，同421号）
は償却委員会文書としては存在しない，とのことである．
騎士領リンバッハ関係
Nr. 8174 Lehngeldablösungsrezeß vom 6. October⊘31. December 1851. Rittergut Limbach vs. die Grundstücksbesitzer zu Oberfrohna, 
Bräunsdorf, Mittelfrohna, Burkersdorf und Wittgensdorf
騎士領プルシェンシュタイン関係
Nr. 7906 Dienst- Naturalzins- und Hutungsablösungsrezeß vom 3.⊘4. Juni und 3. Juli 1850⊘20. Mai 1851. Rittergut Purschenstein bei 
Freiberg vs. Grundstücksbesitzer zu Friedebach 
Nr. 7907. Dienst- Zins- und Hutungsablösungsrezeß vom 4. Juni 1850⊘20. Mai 1851. Rittergut Purschenstein bei Freiberg vs. 
Grundstücksbesitzer zu Kämmerswalde, Deutsch-Georgenthal und Clausnitz
Nr. 11510. Geldgefälle-Ablösungsrezeß vom 30. Januar⊘16. Juni 1854. Rittergut Purschenstein vs. Grundstücksbesitzer zu Friedebach 
Nr. 11686. Geldgefälle-Ablösungsrezeß vom 8. Mai⊘4. August 1854. Rittergut Putschenstein vs. Grundstücksbesitzer zu Heidersdorf
Nr. 12706. Geldgefälle-Ablösungsrezeß vom 16. Juni 1854⊘18. April 1855. Gutsherrschaft zu Purschenstein vs. Grundstücksbesitzer zu 
Kämmerswalde etc.
Nr. 13566. Geldgefälle-Ablösungsrezeß vom 14.⊘15. Juni u. 3. Septbr. 1855⊘9. Januar 1856. Gutsherrschaft zu Purschenstein vs. 
Grundstücksbesitzer zu Neuhausen, Frauenbach und Heidelbach 
Nr. 14398. Geldgefälle-Ablösungsrezeß vom 1. August⊘19. November 1856. Gutsherrschaft Purschenstein vs. Grundstücksbesitzer zu 
Dittersbach, Ullersdorf undPillsdorf 
Nr. 14792. Geldgefälle-Ablösungsrezeß vom 18.⊘19. December 1856⊘22. Juli 1857. Gutsherrschaft zuPurschenstein vs. Grundstücksbesitzer 
zu Heidelberg
騎士領ヴィーデローダ関係
Nr. 8721a. Geldgefäll- und Frohndienstablösungsrezeß vom 19. August⊘29. Septb. 1852. Rittergut Wiederoda vs. Liptitz und Mannewitz
　このように多数の償却協定を検討していない拙著，『ザクセン封建地代償却史研究』，2011年，第２章，第４章，とりわけ，
第３章は，そして，その結果として，第５章第１節も，全面的に修正されねばならない．
